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１ 審議事項 

（１）千葉県保健医療計画（周産期医療・医師の確保）の素案について 

 



令和５年３月１５日現在

No 氏名 所属・役職

1 中島　弘道 千葉県こども病院長

2 甲賀　かをり 千葉大学大学院医学研究院 生殖医学講座　教授

3 大曽根　義輝 千葉大学医学部附属病院周産母子センター長　特任教授

4 大塚　春美 千葉市立海浜病院　新生児科元部長

5 加藤　英二 船橋中央病院　新生児科診療部長 兼 周産期母子医療センター長

6 小川　正樹 東京女子医科大学附属八千代医療センター 母体胎児科・婦人科教授

7 藤村　尚代 松戸市立総合医療センター　周産期母子医療センター所長 兼 医療安全局副局長

8 高島　明子 東邦大学医療センター佐倉病院　産婦人科准教授

9 松本　弘 総合病院国保旭中央病院 院長補佐 兼 新生児科部長

10 古澤 嘉明 亀田総合病院　産婦人科部長・周産期科部長

11 富田　美佳 国保直営総合病院　君津中央病院　新生児科部長

12 五十嵐　敏雄 帝京大学ちば総合医療センター　産婦人科教授

13 伊豫　正人 公益社団法人千葉県医師会　理事

14 寺口　惠子 公益社団法人千葉県看護協会　会長

15 武田　智子 一般社団法人千葉県助産師会　会長

16 杉戸　一寿 千葉県保健所長会　会長

17 白井　一広 千葉県消防長会（千葉市消防局長）

18 井上　一雄 千葉県市長会（東金市副市長）

19 向後　喜一朗 千葉県町村会（東庄町副町長）

千葉県周産期医療審議会　委員名簿



1 

 

（８）周産期医療 

１ 施策の現状・課題 

（１）本県における出産の状況 

全国的に少子高齢化が急速に進行する中で、子どもを安心して産み、育てる環境づ

くりを整備することが求められています。 

本県の出産の状況としては、出産年齢が３５歳以上の割合は、平成２８年に２９．

９％であったものが、令和３年には３０．９％と上昇しています。また、１０万あた

り妊産婦死亡率も平成２８年に４．３（全国３．４）であったものが、令和２年には

９．８（全国２．７）と高く、リスクを伴う出産が増加していることが想定され、周

産期医療の更なる充実が求められています。 

千葉県における出生数は、減少傾向にあります。１５～４９歳女子人口は、今後減

少が続くとともに、その減少率には地域差があると見込まれます。 

令和３年８月に新型コロナウイルス感染の影響を受け、妊産婦の自宅早産、新生児

死亡があったことから、周産期関係者と検討を重ね、ハイリスク妊産婦の情報を共有

し、迅速に入院決定するために妊産婦入院調整業務支援システムを導入・運用してい

ます。 
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（２）周産期医療資源の状況 

県では、それぞれの二次保健医療圏内で診療や治療等が受けられるよう医療体制の

整備を図っており、対応できない地域では隣接する地域の医療機関と連携しています。 

なお、隣接する二次保健医療圏で対応しきれない症例等については、都道府県を単

位とした三次保健医療圏で受け入れを行っています。 

また、ＮＩＣＵ等の医療設備については、出生１万対３０床を基本としていますが、

平成２９年の１３２床から、令和４年では１４７床へ増加しています。県内全体での

ＮＩＣＵ病床数の確保はできていますが、地域での偏在があります。 

医療圏別 ＮＩＣＵ病床数 

医療圏 出生数（R3） NICU 病床数(R4) 

（診療報酬加算対象） 

必要病床数 

（出生１万あたり３０床） 

千葉 5,940 45 17.8 

東葛南部 12,081 45 36.2 

東葛北部 9,675 15 29.0 

印旛 4,086 15 12.3 

香取海匝 1,034 9 3.1 

安房 474 9 1.4 

君津 1,984 9 6.0 

市原 1,473 0 4.4 

山武長生夷隅 1,679 0 5.0 

合計 38,426 147 115 

 

〔周産期医療従事者の状況〕 

本県の周産期医療従事者については、産科・産婦人科医師数（１５～４９歳女子人

口１０万対）は、令和２年で３５．６人、就業助産師数（出生千対）は、令和２年で

３９．４人であり、全国平均（それぞれ４６．７人及び４５．１人）と比べ大きく下

回っています。 

さらに、ＮＩＣＵに勤務する医師数も全国平均を大きく下回っているという指摘も

あり、周産期医療従事者の確保は、重要な課題の１つとなっています。 

また、令和６年度から適用される医師の時間外労働時間の上限規制により、周産期

医療体制に影響が出る可能性があり、病院、有床診療所、無床診療所、助産所等の役

割分担や効率的な医療提供体制整備について検討していくことが必要です。 

 

（３）周産期医療連携の状況 

県では、特に、リスクが高く緊急性のある分娩に対応するため、平成１９年１０月

から総合及び地域周産期母子医療センター並びに母体搬送ネットワーク連携病院か

らなる「母体搬送ネットワーク」を整備し、妊産婦の症例等を考慮しつつ、迅速に対

応する医療体制を構築しています。 

 

〔周産期母子医療センター及び母体搬送ネットワーク連携病院〕 

県は、分娩リスクの高い妊娠や高度な新生児医療等に対応できる医療施設として、

周産期母子医療センターを指定・認定しています。 

総合周産期母子医療センターは、相当規模のＭＦＩＣＵを含む産科病棟及びＮＩＣ

Ｕを含む新生児病棟を備え、常時の母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症妊娠

(重症妊娠高血圧症候群、切迫早産等)、胎児・新生児異常（超低出生体重児、先天性

異常児等）等母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医療
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等の周産期医療を行う施設であり、３施設を指定しています。 

地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）等

を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる医療施設であり、９

施設を認定しています。 

その他、これらのセンターと連携している母体搬送ネットワーク連携病院が５病院

あります。 

 

〔母体搬送コーディネーター〕 

総合周産期母子医療センターである亀田総合病院（平成２０年６月から開始）及び

東京女子医科大学附属八千代医療センター（平成２３年４月から開始）の２病院に母

体搬送コーディネーターを配置しています。母体搬送コーディネーターは、２４時間

３６５日を通して、母体搬送に係るネットワーク病院の担当医師の存否、緊急手術等

の対応の可否、空き病床の有無等の情報をあらかじめ把握し、症例に応じて医療機関

の間で母体の受け入れ先を調整するなど、周産期医療情報センターの役割も担ってお

り、円滑な母体搬送をサポートしています。また、母体搬送の件数や症例等の実態を

捕捉し分析するなど、より効果的な母体の搬送に向けて取り組んでいます。 

しかし、母体搬送コーディネーター及び受託医療機関への負担が大きい現状があり、

さらに医師の時間外上限規制への影響を受けることが予測されるため、周産期搬送コ

ーディネーターの配置や運用方法の見直しについて検討を進める必要があります。 

また、新生児専門医を有する医療機関が少ない一方、最近、低出生体重児等のリス

クを伴う分娩が増加傾向にあることから、ＮＩＣＵでの治療や新生児搬送などの充実

が求められており、新生児部門における効果的なネットワークの構築も必要となって

きています。 

 

〔妊産婦入院調整業務支援システム〕 

これまで、搬送時の判断材料とするため、「ちば救急医療ネット」を使用しＮＩＣ

Ｕの空床状況等の情報を更新していましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

を契機に、総合及び地域周産期母子医療センター並びに母体搬送ネットワーク連携病

院に対し、搬送受入れの可否について一斉に照会をかけ、回答を集計できる「妊産婦

入院調整業務支援システム」を導入・運用しています。 

 

〔その他の医療連携〕 

分娩リスクの有無や分娩の多様化に対応できるよう、病院、有床診療所、無床診療

及び助産所が、それぞれの役割に応じた対応を図るとともに、連携を強化する必要が

あります。妊婦健康診査は診療所や助産所で行い、分娩の際は、診療所等と連携する

拠点病院において、オープンシステムやセミオープンシステムが整備されている医療

機関があります。また、院内助産所及び助産師外来を整備している医療機関もありま

す。 

周産期医療において、妊婦が心筋梗塞や脳卒中等の産科領域以外の合併症等を併発

した場合に、救命救急センターとの連携が必要となることから、県内では、周産期母

子医療センター等との併設を推進しています。 

出生後の乳児等への医療については、症例に応じた適切な医療を提供する必要があ

ることから、全県（複数圏域）対応型小児医療連携拠点病院である千葉県こども病院

をはじめとして、令和５年度に設置した小児医療協議会と連携し、課題を共有してい

きます。 
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〔周産期医療における災害対策〕 

東日本大震災をまとめた報告書から、小児・周産期医療と災害医療との連携の必要

性が指摘されており、大規模災害に備えて、災害時においても周産期医療体制を維持

できるよう整備していく必要があります。 

千葉県では、災害時に小児・周産期医療に係る保健活動の総合調整を適切かつ円滑

に行えるよう、災害医療本部において、被災地の保健医療ニーズの把握、保健医療活

動チームの派遣調整等に係る助言及び支援を行う災害医療コーディネーターをサポ

ートする目的として、令和４年６月１日付けで１２名の「災害時小児周産期リエゾン」

を任命しています。 

 

〔ＮＩＣＵ長期入院児等の自宅退院後のレスパイト支援〕 

 ＮＩＣＵ等に長期入院し、その後在宅に移行した小児等を、保護者の要請に応じて、

一時的に受け入れ、人工呼吸器管理・栄養管理等を含むリハビリテーションを行う医

療機関に対し補助を行い、レスパイト等の支援に対する体制の整備を行っています。 

  

 

２ 循環型地域医療連携システムの構築 
周産期医療の循環型地域医療連携システムでは、まず妊婦健診を経て、助産所や病

院・診療所で受診することとなります。通常分娩の場合は、助産所や病院・診療所で

出産し、ハイリスク妊婦の場合は、地域周産期母子医療センター及び母体搬送ネット

ワーク連携病院の間で速やかに搬送できるよう役割分担を明確化しています。 

地域周産期母子医療センター及び母体搬送ネットワーク連携病院で対応困難な症

例（重症な新生児を含む。）については、総合周産期母子医療センター（全県（複数

圏域）対応型周産期医療連携拠点病院）で、受け入れを行います。 

妊婦の搬送については、分娩リスクが伴う場合においても対応できるよう、平成 

１９年１０月に総合周産期母子医療センターなどを中心とした母体搬送ネットワー

ク体制を整備し、ネットワークに参加する病院で速やかに対応できるよう取り組んで

います。また、東京都との間において、県域を越えた搬送体制の整備を進めています。 

総合周産期母子医療センターや地域周産期母子医療センターなどの中核病院と地

域の病院・診療所及び助産所において、機能分担と連携を図る「周産期医療の循環型

地域医療連携システム」の構築に向け、引き続き取り組んでいきます。 
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３ 施策の具体的展開 

（１）周産期医療体制の整備推進 

〔周産期医療従事者の人材確保と育成〕 

○ 県では、周産期医療に携わる人材が不足していることから、産科医師、新生児医

療担当医師、看護師及び助産師それぞれの人数を確保する事業や育成を実施すると

ともに、周産期医療に関わる麻酔科医や臨床心理士等、その他のスタッフについて

も、併せて整備を推進します。 

〔周産期母子医療センターの整備〕 

○ 県では、現在、総合周産期母子医療センターを３施設指定し、地域周産期母子医

療センターを９施設認定しています。 

周産期医療従事者は少なく、医師の時間外労働時間の上限規制による影響を受け

ることが予測されるため、周産期母子医療センターと会議を開催しながら、医療機

関の役割分担や効率的な医療提供体制整備について検討していくとともに、人口、

出生数、地勢、交通事情や病床配分等の特性を踏まえて、更なる指定や認定につい

て検討します。 

〔周産期母子医療センターの支援〕 

○ 周産期母子医療センターは、高度な医療を必要とする施設であり、その運営に費

用がかかるとともに、地域によってはＮＩＣＵが不足している状況にあることから、

周産期母子医療センターの運営費に対して支援を行います。 

〔ＮＩＣＵの整備〕 

○ 「周産期医療の体制構築に係る指針」に基づき、ＮＩＣＵの整備を促進します。 

〔ＮＩＣＵ長期入院児等の自宅退院後のレスパイト支援〕 

○ 在宅に移行したＮＩＣＵ等に長期入院していた小児等を、保護者の要請に応じて、

一時的に受け入れる医療機関に対し補助を行い、レスパイト等の支援に対する体制

の整備を行っています。 

 

（２）周産期医療連携の推進 

〔母体搬送コーディネーターの運用方法の検討〕 

○ 母体搬送コーディネーター及び受託医療機関への負担が大きい現状や、医師の時

間外上限規制への影響を受けることが予測されることを踏まえ、周産期搬送コーデ

ィネーターの効果的な配置や運用方法について検討を進めていきます。 

〔ハイリスク妊産婦等を対象とした周産期搬送体制の整備〕 

〇 「妊産婦入院調整業務支援システム」を活用し、より迅速かつ円滑な搬送先決定、

正確な情報の収集、集積、解析を行います。また、新生児搬送についても、ネット

ワークの構築に向けた検討を行います。さらに県域を越えた搬送体制についても、

未整備の県との連携を検討します。 
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〔周産期医療連携体制の整備〕 

○ 周産期医療において、妊婦が心筋梗塞や脳卒中等の産科領域以外の合併症等を併

発した場合に、救命救急センターとの連携が必要となることから、県内では、周産

期母子医療センター等との併設を推進するとともに、地域の救命救急センター及び

救急基幹センターと緊密な連携を図ります。また、総合周産期母子医療センターに

おいては、精神疾患を合併する妊産婦への対応可能な体制を整えていきます。 

○ 出生後の乳児等への医療については、症例に応じた適切な医療を提供する必要が

あることから、全県（複数圏域）対応型小児医療連携拠点病院である千葉県こども

病院をはじめとして、小児中核病院等と連携した体制の整備に努めます。 

  また、円滑に患者を小児医療へと繋げる観点から、小児医療協議会と連携を行い

課題の共有に努めます。 

○ 医師の働き方改革を踏まえ、病院や有床・無床診療所及び助産所等、施設間にお

ける役割分担や、医師及び助産師の役割分担に応じた取組みを促進するため、院内

助産所や助産師外来、オープンシステム･セミオープンシステム等の導入について、

設置のニーズや地域の実情等に応じた整備を推進します。 

〔災害時における周産期医療体制〕 

○ 災害時小児周産期リエゾン等を災害医療本部に配置する等、災害時の医療体制に

ついて強化を図ります。 

○ 周産期医療従事者に対し、災害時対応に必要な専門的・基礎的知識及び技術等の

研修を行い、災害時小児周産期リエゾンを担う人材を養成します。 

 

 

４ 施策の評価指標 

〔基盤（ストラクチャー）〕 

指  標  名 現状 目標 

医療施設従事医師数（産科・産

婦人科）（１５～４９歳女子人口

１０万対） 

３５．６人 

(令和２年） 
 

就業助産師数（出生千対） 
３９．４人 

（令和２年） 
 

分娩実施施設数（１５～４９歳

女子人口１０万対） 

７箇所 

（令和２年度） 
 

周産期母子医療センターの数 
１２箇所 

(令和５年度) 
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ＮＩＣＵの整備数 

※診療報酬対象 

１４７床 

（令和４年度） 
 

搬送コーディネート件数におけ

る妊産婦入院調整業務支援シス

テムの利用割合 

９１．７％ 

（令和４年度） 
 

災害時小児周産期リエゾン任命

者数 

１２人 

（令和４年度） 
 

 
 

〔過程（プロセス）〕 

指  標  名 現状 目標 

産後訪問指導を受けた割合 
４２．５％ 

（令和３年度） 
 

分娩数に対する病院間搬送件数

の割合（分娩数千対） 

２５．１％ 

（令和３年度） 
 

 
〔成果（アウトカム）〕 

指  標  名 現状 目標 

妊産婦死亡率（出産１０万対） 
９．８人 

（令和２年） 
 

新生児死亡率（出生千対） 
０．８人 

（令和３年） 
 

周産期死亡率 

 ・後期死産率（出生千対） 

 ・早期新生児死亡率 

（出生千対） 

 

２．７人 

０．６人 

（令和３年） 
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図表 2-1-1-2-8-1 千葉県内の周産期母子医療センター及び母体搬送ネットワーク連携病院 

 

 



周産期医療 

1 

資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

（８）周産期医療 （８）周産期医療  

１ 施策の現状・課題 

（１）本県における出産の現状 

全国的に少子高齢化が急速に進行する中で、子どもを安心

して産み、育てる環境づくりを整備することが求められてい

ます。 

 

 

 

 

本県の出産の状況としては、出産年齢が３５歳以上の割合

は、平成２８年に２９．９％であったものが、令和３年には３

０．９％と上昇しています。また、１０万あたり妊産婦死亡率

も平成２８年に４．３（全国３．４）であったものが、令和２

年には９．８（全国２．７）と高く、リスクを伴う出産が増加

していることが想定され、周産期医療の更なる充実が求めら

れています。 

千葉県における出生数は、減少傾向にあります。１５～４９

歳女子人口は、今後減少が続くとともに、その減少率には地域

差があると見込まれます。 

令和３年８月に新型コロナウイルス感染の影響を受け、妊

産婦の自宅早産、新生児死亡があったことから、周産期関係者

と検討を重ね、ハイリスク妊産婦の情報を共有し、迅速に入院

決定するために妊産婦入院調整業務支援システムを導入・運

用しています。 

（ア）施策の現状・課題 

 

全国的に少子高齢化が急速に進行する中で、子どもを安心

して産み、育てる環境づくりを整備することが求められてい

ます。このため、県では中長期的な視点から周産期医療＊体制

の充実を図ることを目的として、平成２２年度に「千葉県周産

期医療体制整備計画」を策定しましたが、災害、救急などの他

事業との連携強化を図るため平成３０年から保健医療計画に

統合することとしました。 

本県の出産の状況としては、出産年齢が３５歳以上の割合

は、平成１８年に１９．１％であったものが、平成２８年に

は、２９．９％と上昇しています。リスクを伴う出産が増加し

ていることが想定され、周産期医療の更なる充実が求められ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リード文を（１）の項目に変更 

 

 

構築指針から削除されたことに

対応（229p） 

 

 

 

 

時点更新 

構築指針に変更はないが、千葉県

で特に課題となっている指標の

ため対応（232p） 

 

 

医師室より周産期医療の項目と

して記載を依頼されたことに対

応 

現計画期間内に起きた国内（県

内）の事件を追記 
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2 

資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

 

（２）周産期医療資源の状況 

県では、それぞれの二次保健医療圏内で診療や治療等が受

けられるよう医療体制の整備を図っており、対応できない地

域では隣接する地域の医療機関と連携しています。 

なお、隣接する二次保健医療圏で対応しきれない症例等に

ついては、都道府県を単位とした三次保健医療圏で受け入れ

を行っています。 

また、ＮＩＣＵ等の医療設備については、出生１万対３０床

を基本としていますが、平成２９年の１３２床から、令和４年

では１４７床へ増加しています。県内全体でのＮＩＣＵ病床

数の確保はできていますが、地域での偏在があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．周産期医療資源の状況 

県では、それぞれの二次保健医療圏内で診療や治療等が受

けられるよう医療体制の整備を図っており、対応できない地

域では隣接する地域の医療機関と連携しています。 

また、二次保健医療圏で対応しきれない症例等についても、

都道府県を単位とした三次保健医療圏で受け入れを行ってい

ます。しかしながら、周産期の医療従事者数は全国平均と比べ

て下回っており、またＮＩＣＵ＊等の医療設備については地域

により偏在している状況となっています。 

 

 

 

〔周産期母子医療センター及び母体搬送ネットワーク連携病

院〕  

県は、分娩リスクの高い妊娠や高度な新生児＊医療等に対応

できる医療施設として、周産期母子医療センター＊を指定・認

定しています。 

総合周産期母子医療センター＊は、相当規模のＭＦＩＣＵ＊

を含む産科病棟及びＮＩＣＵを含む新生児病棟を備え、常時

の母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症 妊娠(重症妊

娠高血圧症候群、切迫早産等)、胎児・新生児異常（超低出生

体重児、先 天性異常児等）等母体又は児におけるリスクの高

い妊娠に対する医療、高度な新生児 医療等の周産期医療を行

う施設であり、３施設を指定しています。 

 

公用文の”．”使用を避けるため

（『公用文作成の手引き』） 

 

 

 

ＮＩＣＵの表を挿入し、地域での

偏在状況を記入することに伴う

変更 

 

 

 

「（３）周産期医療連携の状況」

に移設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



周産期医療 

3 

資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

 

 

 

 

 

 

 

〔周産期医療従事者の状況〕 

本県の周産期医療従事者については、産科・産婦人科医師数

（１５～４９歳女子人口１０万対）は、令和２年で３５．６

人、就業助産師数（出生千対）は、令和２年で３９．４人であ

り、全国平均（それぞれ４６．７人及び４５．１人）と比べ大

きく下回っています。 

さらに、ＮＩＣＵに勤務する医師数も全国平均を大きく下

回っているという指摘もあり、周産期医療従事者の確保は、重

要な課題の１つとなっています。 

また、令和６年度から適用される医師の時間外労働時間の

上限規制により、周産期医療体制に影響が出る可能性があり、

病院、有床診療所、無床診療所、助産所等の役割分担や効率的

な医療提供体制整備について検討していくことが必要です。 

 

 

（３）周産期医療連携の状況 

県では、特に、リスクが高く緊急性のある分娩に対応するた

め、平成１９年１０月から総合及び地域周産期母子医療セン

地域周産期母子医療センター＊は、産科及び小児科（新生児

医療を担当するもの） 等を備え、周産期に係る比較的高度な

医療行為を行うことができる医療施設であり、９施設を認定

しています。 

その他、これらのセンターと連携している母体搬送ネット

ワーク連携病院＊が５病院あります。 

 

〔周産期医療従事者の状況〕 

本県の周産期医療従事者については、産科・産婦人科医師数

（１５～４９歳女子人口１０万対）は、平成２８年で３５．４

人、就業助産師数（出生千対）は、平成２８年で３１．３人で

あり、全国平均（それぞれ４３．６人及び３６．６人）と比べ

て大きく下回っています。 

さらに、ＮＩＣＵに勤務する医師数も全国平均を大きく下

回っているという指摘もあり、医療従事者の確保は、重要な課

題の１つとなっています。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．周産期医療連携の状況 

県では、特に、リスクが高く緊急性のある分娩に対応するた

め、平成１９年１０月から総合及び地域周産期母子医療セン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

構築指針に働き方改革が追記

(247p)されたこと、及び医療部会

書面意見（医師会・松岡理事）の

指摘による追記 

 

 

公用文の”．”使用を避けるため

（『公用文作成の手引き』） 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

ター並びに母体搬送ネットワーク連携病院からなる「母体搬

送ネットワーク」を整備し、妊産婦の症例等を考慮しつつ、迅

速に対応する医療体制を構築しています。 

 

〔周産期母子医療センター及び母体搬送ネットワーク連携病

院〕 

県は、分娩リスクの高い妊娠や高度な新生児医療等に対応

できる医療施設として、周産期母子医療センターを指定・認定

しています。 

総合周産期母子医療センターは、相当規模のＭＦＩＣＵを

含む産科病棟及びＮＩＣＵを含む新生児病棟を備え、常時の

母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症妊娠(重症妊娠高

血圧症候群、切迫早産等)、胎児・新生児異常（超低出生体重

児、先天性異常児等）等母体又は児におけるリスクの高い妊娠

に対する医療、高度な新生児医療等の周産期医療を行う施設

であり、３施設を指定しています。 

地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科（新生児医

療を担当するもの）等を備え、周産期に係る比較的高度な医療

行為を行うことができる医療施設であり、９施設を認定して

います。 

その他、これらのセンターと連携している母体搬送ネット

ワーク連携病院が５病院あります。 

 

〔母体搬送コーディネーター〕 

総合周産期母子医療センターである亀田総合病院（平成２

ター並びに母体搬送ネットワーク連携病院からなる「母体搬

送ネットワーク」を整備し、妊産婦の症例等を考慮しつつ、迅

速に対応する医療体制を構築しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔周産期搬送コーディネーター〕 

総合周産期母子医療センターである亀田総合病院（平成２

「周産期医療連携の状況」の項目

を移動したことに伴う 

 

 

「a.周産期医療資源の状況」から

移設 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

０年６月から開始）及び東京女子医科大学附属八千代医療セ

ンター（平成２３年４月から開始）の２病院に母体搬送コーデ

ィネーターを配置しています。母体搬送コーディネーターは、

２４時間３６５日を通して、母体搬送に係るネットワーク病

院の担当医師の存否、緊急手術等の対応の可否、空き病床の有

無等の情報をあらかじめ把握し、症例に応じて医療機関の間

で母体の受け入れ先を調整するなど、周産期医療情報センタ

ーの役割も担っており、円滑な母体搬送をサポートしていま

す。また、母体搬送の件数や症例等の実態を捕捉し分析するな

ど、より効果的な母体の搬送に向けて取り組んでいます。 

しかし、母体搬送コーディネーター及び受託医療機関への

負担が大きい現状があり、さらに医師の時間外上限規制への

影響を受けることが予測されるため、周産期搬送コーディネ

ーターの配置や運用方法の見直しについて検討を進める必要

があります。 

また、新生児専門医を有する医療機関が少ない一方、最近、

低出生体重児等のリスクを伴う分娩が増加傾向にあることか

ら、ＮＩＣＵでの治療や新生児搬送などの充実が求められて

おり、新生児部門における効果的なネットワークの構築も必

要となってきています。 

 

〔妊産婦入院調整業務システム〕 

これまで、搬送時の判断材料とするため、「ちば救急医療ネ

ット」を使用しＮＩＣＵの空床状況等の情報を更新していま

したが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、総合

０年６月から開始）及び東京女子医科大学附属八千代医療セ

ンター（平成２３年４月から開始）の２病院に母体搬送コーデ

ィネーターを配置しています。母体搬送コーディネーターは、

２４時間３６５日を通して、母体搬送に係るネットワーク病

院の担当医師の存否、緊急手術等の対応の可否、空き病床＊の

有無等の情報をあらかじめ把握し、症例に応じて医療機関の

間で母体の受け入れ先を調整するなど、周産期医療情報セン

ターの役割も担っており、円滑な母体搬送をサポートしてい

ます。また、母体搬送の件数や症例等の実態を捕捉し分析する

など、より効果的な母体の搬送に向けて取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

また、新生児専門医を有する医療機関が少ない一方、最近、

低出生体重児＊等のリスクを伴う分娩が増加傾向にあること

から、ＮＩＣＵでの治療や新生児搬送などの充実が求められ

ており、新生児部門における効果的なネットワークの構築も

必要となってきています。 

 

〔ちば救急医療ネット〕 

搬送時の判断材料とするため、県ホームページ「ちば救急医

療ネット＊」では、総合及び地域周産期母子医療センター並び

に母体搬送ネットワーク連携病院が搬送受入れの可否や、Ｎ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

搬送コーディネーターに関する

千葉県の課題について追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年１０月に導入した妊産

婦入院調整業務システムを中心

とした記載に変更 

 



周産期医療 

6 

資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

及び地域周産期母子医療センター並びに母体搬送ネットワー

ク連携病院に対し、搬送受入れの可否について一斉に照会を

かけ、回答を集計できる「妊産婦入院調整業務支援システム」

を導入・運用しています。 

 

〔その他の医療連携〕 

分娩リスクの有無や分娩の多様化に対応できるよう、病院、

有床診療所、無床診療所及び助産所が、それぞれの役割に応じ

た対応を図るとともに、連携を強化する必要があります。妊婦

健康診査は診療所や助産所で行い、分娩の際は、診療所等と連

携する拠点病院において、オープンシステムやセミオープン

システムが整備されている医療機関があります。また、院内助

産所及び助産師外来を整備している医療機関もあります。 

周産期医療において、妊婦が心筋梗塞や脳卒中等の産科領

域以外の合併症等を併発した場合に、救命救急センターとの

連携が必要となることから、県内では、周産期母子医療センタ

ー等との併設を推進しています。 

出生後の乳児等への医療については、症例に応じた適切な

医療を提供する必要があることから、全県（複数圏域）対応型

小児医療連携拠点病院である千葉県こども病院をはじめとし

て、令和５年度に設置した小児医療協議会と連携し、課題を共

有していきます。 

 

 

〔周産期医療における災害対策〕 

ＩＣＵの空床状況等の情報を、随時更新し、提供しています。 

 

 

 

 

〔その他の医療連携〕 

分娩リスクの有無や分娩の多様化に対応できるよう、病院、

診療所及び助産所が、それぞれの役割に応じた対応を図ると

ともに、連携を強化する必要があります。妊婦健康診査は診療

所や助産所で行い、分娩の際は、診療所等と連携する拠点病院

において、オープンシステムやセミオープンシステムが整備

されている医療機関があります。また、院内助産所＊及び助産

師外来＊を整備している医療機関もあります。 

周産期医療において、妊婦が心筋梗塞＊や脳卒中＊等の産科

領域以外の合併症等を併発した場合に、救命救急センター＊と

の連携が必要となることから、県内では、周産期母子医療セン

ター等との併設を推進しています。 

出生後の乳児等への医療については、症例に応じた適切な

医療を提供する必要があることから、全県（複数圏域）対応型

小児医療連携拠点病院＊である千葉県こども病院をはじめと

して、小児科との連携を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療部会書面意見の指摘による

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構築指針に追記（小児医療居議会

との連携）された内容に伴う変更

(238p) 

 

構築指針に変更はない（242p）が、



周産期医療 

7 

資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

東日本大震災をまとめた報告書から、小児・周産期医療と災害

医療との連携の必要性が指摘されており、大規模災害に備え

て、災害時においても周産期医療体制を維持できるよう整備

していく必要があります。 

千葉県では、災害時に小児・周産期医療に係る保健活動の総

合調整を適切かつ円滑に行えるよう、災害医療本部において、

被災地の保健医療ニーズの把握、保健医療活動チームの派遣

調整等に係る助言及び支援を行う災害医療コーディネーター

をサポートする目的として、令和４年６月１日付けで１２名

の「災害時小児周産期リエゾン」を任命しています。 

 

〔ＮＩＣＵ長期入院児等の自宅退院後のレスパイト支援〕 

ＮＩＣＵ等に長期入院し、その後在宅に移行した小児等を、

保護者の要請に応じて、一時的に受け入れ、人工呼吸器管理・

栄養管理等を含むリハビリテーションを行う医療機関に対し

補助を行い、レスパイト等の支援に対する体制の整備を行っ

ています。 

 

２ 循環型地域医療連携システムの構築 

周産期医療の循環型地域医療連携システムでは、まず妊婦

健診を経て、助産所や病院・診療所で受診することとなりま

す。通常分娩の場合は、助産所や病院・診療所で出産し、ハイ

リスク妊婦の場合は、地域周産期母子医療センター及び母体

搬送ネットワーク連携病院の間で速やかに搬送できるよう役

割分担を明確化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）循環型地域医療連携システムの構築 

周産期医療の循環型地域医療連携システム＊では、まず妊婦

健診を経て、助産所や病院・診療所で受診することとなりま

す。通常分娩の場合は、助産所や病院・診療所で出産し、ハイ

リスク妊婦の場合は、地域周産期母子医療センター及び母体

搬送ネットワーク連携病院の間で速やかに搬送できるよう役

割分担を明確化しています。 

千葉県医療計画の「施策の具体的

展開」に災害時における周産期医

療体制の記載があることに対応

させるため、課題と現状に追記 

 

 

 

 

 

 

 

構築指針に追記(247p)された内

容（レスパイト等の支援）に対応 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

地域周産期母子医療センター及び母体搬送ネットワーク連

携病院で対応困難な症例（重症な新生児を含む。）については、

総合周産期母子医療センター（全県（複数圏域）対応型周産期

医療連携拠点病院）で、受け入れを行います。 

妊婦の搬送については、分娩リスクが伴う場合においても

対応できるよう、平成１９年１０月に総合周産期母子医療セ

ンターなどを中心とした母体搬送ネットワーク体制を整備

し、ネットワークに参加する病院で速やかに対応できるよう

取り組んでいます。また、東京都との間において、県域を越え

た搬送体制の整備を進めています。 

総合周産期母子医療センターや地域周産期母子医療センタ

ーなどの中核病院と地域の病院・診療所及び助産所において、

機能分担と連携を図る「周産期医療の循環型地域医療連携シ

ステム」の構築に向け、引き続き取り組んでいきます。 

 

 

３ 施策の具体的展開 

（１）周産期医療体制の整備推進 

〔周産期医療従事者の人材確保と育成〕 

○ 県では、周産期医療に携わる人材が不足していることか

ら、産科医師、新生児医療担当医師、看護師及び助産師それ

ぞれの人数を確保する事業や育成を実施するとともに、周

産期医療に関わる麻酔科医や臨床心理士等、その他のスタ

ッフについても、併せて整備を推進します。 

 

地域周産期母子医療センター及び母体搬送ネットワーク連

携病院で対応困難な症例（重症＊な新生児を含む。）について

は、総合周産期母子医療センター（全県（複数圏域）対応型周

産期医療連携拠点病院＊）で、受け入れを行います。 

妊婦の搬送については、分娩リスクが伴う場合においても

対応できるよう、平成１９年１０月に総合周産期母子医療セ

ンターなどを中心とした母体搬送ネットワーク体制を整備

し、ネットワークに参加する病院で速やかに対応できるよう

取り組んでいます。また、東京都との間において、県域を越え

た搬送体制の整備を進めています。 

総合周産期母子医療センターや地域周産期母子医療センタ

ーなどの中核病院と地域の病院・診療所及び助産所において、

機能分担と連携を図る「周産期医療の循環型地域医療連携シ

ステム」の構築に向け、引き続き取り組んでいきます。 

 

 

（ウ）施策の具体的展開 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の現状と課題に準じて、中見

出しに（１）、（２）を入れる 

 

１施策の現状・課題の順番に準じ

て「周産期医療従事者の人材確保

と育成」の記事を最初に移動 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

〔周産期母子医療センターの整備〕 

○ 県では、現在、総合周産期母子医療センターを３施設指定

し、地域周産期母子医療センターを９施設認定しています。 

周産期医療従事者は少なく、医師の時間外労働時間の上

限規制による影響を受けることが予測されるため、周産期

母子医療センターと会議を開催しながら、医療機関の役割

分担や効率的な医療提供体制整備について検討していくと

ともに、人口、出生数、地勢、交通事情や病床配分等の特性

を踏まえて、更なる指定や認定について検討します。 

 

〔周産期母子医療センターの支援〕 

○ 周産期母子医療センターは、高度な医療を必要とする施

設であり、その運営に費用がかかるとともに、地域によって

はＮＩＣＵが不足している状況にあることから、周産期母

子医療センターの運営費に対して支援を行います。 

 

〔ＮＩＣＵの整備〕 

○ 「周産期医療の体制構築に係る指針」に基づき、ＮＩＣＵ

の整備を促進します。 

 

〔ＮＩＣＵ長期入院児等の自宅退院後のレスパイト支援〕 

○ 在宅に移行したＮＩＣＵ等に長期入院していた小児等

を、保護者の要請に応じて、一時的に受け入れる医療機関に

対し補助を行い、レスパイト等の支援に対する体制の整備

を行っています。 

〔周産期母子医療センターの整備〕 

○ 県では、現在、総合周産期母子医療センターを３施設指定

し、地域周産期母子医療センターを９施設認定しています

が、今後は、人口、出生数、地勢、交通事情や病床配分等の

特性を踏まえて、更なる認定を検討します。 

 

 

 

 

 

〔ＮＩＣＵの整備〕 

○ 「周産期医療の体制構築に係る指針」に基づき、ＮＩＣＵ

の整備を促進します。 

 

〔周産期母子医療センターの支援〕 

○ 周産期母子医療センターは、高度な医療を必要とする施

設であり、その運営に費用がかかるとともに、地域によって

はＮＩＣＵが不足している状況にあることから、周産期母

子医療センターの運営費に対して支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構築指針に働き方改革が追記

(247p)されたことに対応 

 

 

 

 

 

「周産期母子医療せんたーへの

支援」と「ＮＩＣＵの整備」の順

番を変更（センター整備 → セン

ター支援 → ＮＩＣＵ整備が施

策として適当な順番と考えられ

るため） 

 

 

 

 

構築指針に追記(247p)された内

容（レスパイト等の支援）に対応 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

 

（２）周産期医療連携の推進 

〔母体搬送コーディネーターの運用方法の検討〕 

○ 母体搬送コーディネーター及び受託医療機関への負担が

大きい現状や、医師の時間外上限規制への影響を受けるこ

とが予測されることを踏まえ、周産期搬送コーディネータ

ーの効果的な配置や運用方法について検討を進めていきま

す。 

 

 

〔ハイリスク妊産婦等を対象とした周産期搬送体制の整備〕 

〇 「妊産婦入院調整業務支援システム」を活用し、より迅速

かつ円滑な搬送先決定、正確な情報の収集、集積、解析を行

います。また、新生児搬送についても、ネットワークの構築

に向けた検討を行います。さらに県域を越えた搬送体制に

ついても、未整備の県との連携を検討します。 

 

〔周産期医療連携体制の整備〕 

○ 周産期医療において、妊婦が心筋梗塞や脳卒中等の産科

領域以外の合併症等を併発した場合に、救命救急センター

との連携が必要となることから、県内では、周産期母子医療

センター等との併設を推進するとともに、地域の救命救急

センター及び救急基幹センターと緊密な連携を図ります。

また、総合周産期母子医療センターにおいては、精神疾患を

合併する妊産婦への対応可能な体制を整えていきます。 

 

 

〔周産期搬送体制の整備〕 

○ 周産期搬送コーディネーターは、母体の搬送を調整する

など、円滑な搬送に重要な役割を果たしており、また、総合

及び地域周産期母子医療センターやネットワーク連携病院

との情報交換など、周産期医療情報センターの機能も果た

しているため、引き続き２つの総合周産期母子医療センタ

ーで母体搬送コーディネート＊業務を実施します。さらに、

ＩＣＴ＊を利活用したシステムを構築し、より迅速かつ円滑

な搬送先決定、正確な情報の収集、集積、解析を行います。

また、新生児搬送についても、ネットワークの構築に向けた

検討を行います。さらに県域を越えた搬送体制についても、

未整備の県との連携を検討します。 

 

 

 

〔周産期医療連携体制の整備〕 

○ 周産期医療において、妊婦が心筋梗塞や脳卒中等の産科

領域以外の合併症等を併発した場合に、救命救急センター

との連携が必要となることから、県内では、周産期母子医療

センター等との併設を推進するとともに、地域の救命救急

センター及び救急基幹センター＊と緊密な連携を図ります。

また、総合周産期母子医療センターにおいては、精神疾患を

合併する妊産婦への対応可能な体制を整えていきます。 

 

 

母体搬送コーディネーターの記

載を「周産期搬送体制の整備」か

ら独立、現状２病院に配置してい

るコーディネーターの統合を視

野にいれた記載に変更 

妊産婦入院調整業務支援システ

ムの導入により、ＩＣＴシステム

構築について削除・移動 

見出しに「ハイリスク妊産婦等を

対象とした」と追記 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

○ 出生後の乳児等への医療については、症例に応じた適切

な医療を提供する必要があることから、全県（複数圏域）対

応型小児医療連携拠点病院である千葉県こども病院をはじ

めとして、小児中核病院等と連携した体制の整備に努めま

す。 

  また、円滑に患者を小児医療へと繋げる観点から、小児医

療協議会と連携を行い課題の共有に努めます。 

 

○ 医師の働き方改革を踏まえ、病院や有床・無床診療所及び

助産所等、施設間における役割分担や、医師及び助産師の役

割分担に応じた取組みを促進するため、院内助産所や助産

師外来、オープンシステム･セミオープンシステム等の導入

について、設置のニーズや地域の実情等に応じた整備を推

進します。 

 

〔災害時における周産期医療体制〕 

○ 災害時小児周産期リエゾン等を災害医療本部に配置する

等、災害時の医療体制について強化を図ります。 

○ 周産期医療従事者に対し、災害時対応に必要な専門的・基

礎的知識及び技術等の研修を行い、災害時小児周産期リエ

ゾンを担う人材を養成します。 

 

 

 

 

○ 出生後の乳児等への医療については、症例に応じた適切

な医療を提供する必要があることから、全県（複数圏域）対

応型小児医療連携拠点病院である千葉県こども病院をはじ

めとして、小児中核病院＊等と連携した体制の整備に努めま

す。 

 

 

 

○ 施設間での役割分担や、医師及び助産師の役割分担に応

じた取組みを促進するため、院内助産所や助産師外来、オー

プンシステム･セミオープンシステム等の導入について、設

置のニーズや医療機関及び地域の実情等に応じて整備する

よう推進します。 

 

 

〔災害時における周産期医療体制〕 

○ 災害時小児周産期リエゾン＊等を災害医療本部に配置す

る等、災害時の医療体制について強化を図ります。 

 

 

 

〔周産期医療従事者の人材確保と育成〕 

○ 県では、周産期医療に携わる人材が不足していることか

ら、産科医師、新生児医療担当医師、看護師及び助産師それ

ぞれの人数を確保する事業や育成を実施するとともに、周

 

 

 

 

 

構築指針に追記（小児医療協議会

との連携）された内容に対応

(238p) 

構築指針に追記された（247p 働

き方改革）内容及び医療部会書面

意見の指摘による追記 

 

 

 

 

 

 

小児周産期リエゾン養成研修の

記載を追加(構築指針 243p) 

 

記事の移設による削除 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

 

 

 

４ 施策の数値目標 

〔基盤（ストラクチャー）〕 

指  標  名 現状 目標 

医療施設従事医師数

（産科・産婦人科）

（１５～４９歳女子

人口１０万対） 

３５．６人 

(令和２年） 
 

就業助産師数（出生

千対） 

３９．４人 

（令和２年） 
 

分娩実施施設数（１

５～４９歳女子人口

１０万対） 

２５箇所 

（令和３年度） 
 

周産期母子医療セン

ターの数 

１２箇所 

(令和５年度) 
 

ＮＩＣＵの整備数 

※診療報酬対象 

１４７床 

（令和４年度） 
 

搬送コーディネート

件数における妊産婦

入院調整業務支援シ

ステムの利用割合 

９１．７％ 

（令和４年度） 
 

産期医療に関わる麻酔科医や臨床心理士等、その他のスタ

ッフについても、併せて整備を推進します。 

 

（エ）施策の評価指標 

〔基盤（ストラクチャー）〕 

指  標  名 現状 目標 

分娩実施施設数（１

５～４９歳女子人

口１０万対） 

７．８ 

（平成２６年

度） 

増加 

（平成３５年

度） 

周産期母子医療セ

ンターの数 

１２箇所 

（平成２９年

度） 

１３箇所 

（平成３５年

度） 

ＮＩＣＵの整備数 

※診療報酬対象 

１３２床 

（平成２９年

度） 

１４１床 

（平成３５年

度） 

周産期母子医療セ

ンター及び連携病

院と救命救急セン

ターの併設数 

１１箇所 

（平成２９年

度） 

１２箇所 

（平成３５年

度） 

医療施設従事医師

数（産科・産婦人科）

（１５～４９歳女

子人口１０万対） 

３５．４ 

（平成２８年） 

３９ 

（平成３４年） 

就業助産師数（出生 ３１．３ ４１ 

 

 

 

 

 

本文に準じて項目の順番を変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除。併設数については、概ね必

要な水準を既に満たしていると

思料されるため 

 

新設。本文で新設したＩＣＴの利

用状況を把握するに適した指標

のため 

 

 

本文で新設した災害時小児周産
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

災害時小児周産期リ

エゾン任命者数 

１２人 

（令和４年度） 
 

 

〔過程（プロセス）〕 

指  標  名 現状 目標 

産後訪問指導を受け

た割合 

４２．５％ 

（令和３年度） 
 

分娩数に対する病院

間搬送件数の割合

（分娩数千対） 

２５．１％ 

（令和３年度） 
 

 

 

〔成果（アウトカム）〕 

指  標  名 現状 目標 

 

 

 

 

 

  

妊産婦死亡率 

（出産１０万対） 

９．８人 

（令和２年） 
 

千対） （平成２８年） （平成３４年） 

 

 

〔過程（プロセス）〕 

指  標  名 現状 目標 

分娩数に対する病院

間搬送件数の割合

（分娩数千対） 

２２．３ 

（平成２８年

度） 

１２．８ 

（平成３５年

度） 

産後訪問指導を受け

た割合 

４０．８％ 

（平成２７年

度） 

４２．０％ 

（平成３５年

度） 

 

〔成果（アウトカム）〕 

指  標  名 現状 目標 

全出生中の低出生体重

児の割合 

９．２％ 

（平成２８年） 

 

 

 

 

妊産婦死亡率 

（出産１０万対） 

４．３ 

（平成２８年） 
 

期リエゾン養成を把握するに適

した指標のため追加 

 

 

 

〔基盤（ストラクチャー）〕の項

目順に則して、影響する〔過程（プ

ロセス）〕の項目順を変更 

 

 

 

 

 

 

 

削除 

高齢出産割合の増加傾向により、

県の施策にかかわらず数値の増

が見込まれ、指標に設定する意味

がなくなったため 
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資料２ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

新生児死亡率 

（出生千対） 

０．８人 

（令和３年） 
 

周産期死亡率 

・後期死産率 

（出生千対） 

・早期新生児死亡率 

（出生千対） 

２．７人 

 

０．６人 

（令和３年） 

 

 

新生児死亡率 

（出生千対） 

１．０ 

（平成２８年） 
 

周産期死亡率 

・後期死産率 

（出生千対） 

・早期新生児死亡率 

（出生千対） 

 

３．４ 

 

０．７ 

（平成２８年） 

 

  



 １  

 

第７節 医師の確保 

 

１ 医師の確保に関する事項の全体像と医師偏在指標 

   医療法においては、「医師の確保の方針」「確保すべき医師の数の目標」「医師の確保

に関する施策」を医療計画に記載することとされています。 

これは、地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保する

ことを目的としたものです。 

厚生労働省は、都道府県が医師の確保に関する事項を定める際に留意すべき事項等

を「医師確保計画策定ガイドライン」（以下「ガイドライン」といいます。）として定

め、令和５年３月３１日付けで各都道府県に一部改正を通知しました。 

ガイドラインでは、医師の確保に関する事項を定めるに当たっては、全国ベースで

三次医療圏ごと及び二次医療圏ごとの医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価した

指標（以下「医師偏在指標」といいます。）を国が算出し、これに基づいて医師少数都

道府県（区域）・医師多数都道府県（区域）を設定し、医師の確保の方針、確保すべき

医師の数の目標及び医師の確保に関する施策を定めることとしています。 

また、医師全体の確保に関する事項とともに、産科医及び小児科医に限定して、そ

の確保に関する事項についても定めることとされています。 

なお、医師偏在指標（医師全体、小児科及び分娩取扱医師）は、厚生労働省が算出

し、区域等の設定とともに令和５年４月に暫定値が公表されました。都道府県におい

て、二次医療圏、周産期医療圏、小児医療圏の見直しを行わない場合は、暫定値を確

定値とすることとされています。 

 

※ 産科医の偏在指標については、「過去２年以内に分娩の取扱いあり」と回答した

医師のうち、日常的に分娩を取り扱っていると考えられる産婦人科・産科・婦人

科を主たる診療科と回答した医師数（分娩取扱医師数）を用いることとし、指標

の名称は改定前の計画の「産科医師偏在指標」から「分娩取扱医師偏在指標」に

変更されました。 

 

  

資料５ 
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図表5-7-1-1 医師確保計画を通じた医師偏在対策 

 

資料：医療従事者の需給に関する検討会 第２３回医師需給分科会（平成３０年１０月２４日） 資料１ 
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２ 医師の確保に関する現状と課題 

(1) 医師（全体）の確保に関する現状と課題 

ア 医師数及び医師の偏在 

(ｱ) 千葉県の状況 

千葉県における医療施設従事医師数は増加傾向にあり、令和２年末現在では、

全国で多い順に９位の１２，９３５人となっています。また、令和４年末にお

いては、○人で全国〇位です。 

令和２年度からを計画期間とする前計画において、令和５年度末に確保して

おくべき医師の総数は１３，１４６人であり、この目標は達成しています。 

しかしながら、令和２年末の医師数をもとに算定した医師全体についての医

師偏在指標は、全国で多い順に３８位の２１３．０であって、全国平均の  

２５５．６を下回っており、相対的に医師数が少ない状況にあります。また、

医師数の増減状況には、診療科によって差がみられます。 

千葉県内の医療施設で従事する医師のうち約１０％（診療所では約２１％）

が７０歳以上であり、継続的な医療提供体制を確保するため、若手医師の確

保・定着が重要です。 

平成２１年度に開始した医師修学資金貸付制度を利用した方が、順次、医学

部を卒業して臨床研修を終え、医師の少ない地域でも勤務していますが、医師

の価値観の多様化や専門医志向の高まり等の要因も踏まえ、産科や小児科な

ど特に医師の少ない診療科の医師を確保する取組や、地域医療への従事と医

師としてのキャリア形成の両立を可能とするような取組を進める必要があり

ます。 

図表5-7-2-1-1 医療施設従事医師数の推移（千葉県） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 

7,543 7,850 8,082 8,505 8,818 9,322 9,855 10,213 10,698 11,337 11,843 12,142 
12,935 

0
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4,000
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8,000

10,000

12,000

14,000

H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2

（人）
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図表5-7-2-1-2 都道府県別医療施設従事医師数（令和２年） 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 

 

図表5-7-2-1-3 都道府県別医師偏在指標（医師全体） 

 

資料：厚生労働省提供資料 

図表5-7-2-1-4 主な診療科別医療施設従事医師数の増減（対平成18年比・千葉県） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 
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図表5-7-2-1-5 医療施設従事医師数の年齢構成別割合（全体・病院・診療所）（令和２年） 

 

資料：厚生労働省提供資料 

 

 

(ｲ)  二次保健医療圏ごとの状況 

令和２年末現在、二次保健医療圏ごとの医療施設従事医師数は、最多の東葛南

部保健医療圏で３，３１２人、最少の市原保健医療圏で５０１人となっています。

医師全体の医師偏在指標では、最大は安房保健医療圏の３２２．６（全国３３５

医療圏中、多い順に第３１位）、最少は山武長生夷隅保健医療圏の１４５．１（同

第３０２位）であり、約２．２倍の差があります。 

また、医師全体の医師偏在指標は、病院、診療所の別でも算定されており、医

療圏別に見たとき、診療所の順位は全体とは異なる状況となっています。 

なお、二次医療圏毎の診療科別の医師数は表のとおりです。診療科間の医師偏

在は、地域間の医師偏在と併せて対応が必要です。 
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図表5-7-2-1-6 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び医師偏在指標 

● 全体 

● 病院 

 
● 診療所 

 
資料：〔医療施設従事医師数〕令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省）、〔医師偏在指標〕厚

生労働省提供資料 
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図表5-7-2-1-7 診療科別・二次保健医療圏別医療施設従事医師数（令和２年） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省）・令和2年国勢調査（総務省） 

注：複数の診療科に従事している場合の主として従事する診療科と、１診療科のみに従事している場合

の診療科である。 

注：診療科は、以下の通り、集計した。なお、総合診療科は調査項目にない。 

内科：内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科(胃腸内科)、腎臓内科、脳神経内科、糖尿病内科 

(代謝内科)、血液内科、アレルギー科、リウマチ科、感染症内科、心療内科 

外科：外科、呼吸器外科、心臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科(胃腸外科)、肛門外科、

小児外科   

形成外科：形成外科、美容外科 

産婦人科：産婦人科、産科、婦人科  

注：人口は、令和2年国勢調査（令和2年10月1日現在）の人口等基本集計による千葉県の人口 

医療圏 千葉 東葛南部 東葛北部 印旛 香取海匝 山武長生夷隅 安房 君津 市原 千葉県計

人口 974,951 1,796,572 1,407,697 718,337 262,351 410,235 120,093 324,720 269,524 6,284,480

診療科

実数 990 1,086 931 504 186 243 244 193 183 4,560
人口10万対 101.5 60.4 66.1 70.2 70.9 59.2 203.2 59.4 67.9 72.6
実数 64 111 70 47 8 10 8 19 11 348
人口10万対 6.6 6.2 5.0 6.5 3.0 2.4 6.7 5.9 4.1 5.5
実数 183 179 141 98 26 21 14 18 23 703
人口10万対 18.8 10.0 10.0 13.6 9.9 5.1 11.7 5.5 8.5 11.2
実数 153 196 105 54 28 44 26 30 27 663
人口10万対 15.7 10.9 7.5 7.5 10.7 10.7 21.6 9.2 10.0 10.5
実数 284 262 291 145 54 57 40 43 65 1,241
人口10万対 29.1 14.6 20.7 20.2 20.6 13.9 33.3 13.2 24.1 19.7
実数 66 66 53 42 12 18 3 10 14 284
人口10万対 6.8 3.7 3.8 5.8 4.6 4.4 2.5 3.1 5.2 4.5
実数 207 251 140 108 34 58 33 42 34 907
人口10万対 21.2 14.0 9.9 15.0 13.0 14.1 27.5 12.9 12.6 14.4
実数 43 38 35 22 5 2 5 2 6 158
人口10万対 4.4 2.1 2.5 3.1 1.9 0.5 4.2 0.6 2.2 2.5
実数 103 151 109 77 24 29 21 23 17 554
人口10万対 10.6 8.4 7.7 10.7 9.1 7.1 17.5 7.1 6.3 8.8
実数 78 96 66 50 13 14 8 14 13 352
人口10万対 8.0 5.3 4.7 7.0 5.0 3.4 6.7 4.3 4.8 5.6
実数 117 157 102 65 15 18 21 22 22 539
人口10万対 12.0 8.7 7.2 9.0 5.7 4.4 17.5 6.8 8.2 8.6
実数 75 78 54 49 17 6 16 11 14 320
人口10万対 7.7 4.3 3.8 6.8 6.5 1.5 13.3 3.4 5.2 5.1
実数 25 51 25 7 3 1 8 3 9 132
人口10万対 2.6 2.8 1.8 1.0 1.1 0.2 6.7 0.9 3.3 2.1
実数 81 46 45 34 6 - 11 5 7 235
人口10万対 8.3 2.6 3.2 4.7 2.3 - 9.2 1.5 2.6 3.7
実数 81 114 82 48 12 2 17 9 14 379
人口10万対 8.3 6.3 5.8 6.7 4.6 0.5 14.2 2.8 5.2 6.0
実数 23 18 20 14 8 1 7 2 4 97
人口10万対 2.4 1.0 1.4 1.9 3.0 0.2 5.8 0.6 1.5 1.5
実数 5 4 6 3 1 - - - - 19
人口10万対 0.5 0.20 0.4 0.4 0.4 - - - - 0.3
実数 35 77 31 35 10 4 18 8 9 227
人口10万対 3.6 4.3 2.2 4.9 3.8 1.0 15.0 2.5 3.3 3.6
実数 133 242 205 87 60 2 48 32 24 833
人口10万対 13.6 13.5 14.6 12.1 22.9 0.5 40.0 9.9 8.9 13.3
実数 66 89 88 41 10 15 50 20 5 384
人口10万対 6.8 5.0 6.3 5.7 3.8 3.7 41.6 6.2 1.9 6.1
実数 2,812 3,312 2,599 1,530 532 545 598 506 501 12,935
人口10万対 288.4 184.4 184.6 213.0 202.8 132.9 497.9 155.8 185.9 205.8

臨床研修医

その他・不詳

総数

リハビリテー
ション科

放射線科

麻酔科

病理診断科

臨床検査科

救急科

泌尿器科

内科

皮膚科

小児科

精神科

外科

脳神経外科

整形外科

形成外科

眼科

耳鼻いんこう
科

産婦人科計
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イ 臨床研修制度、専門医制度  

若手医師の確保に重要な、基幹型臨床研修病院や専門研修基幹施設の立地、募集

定員数には地域差がみられます。 

臨床研修制度については、令和５年４月現在、県内３９か所の病院が基幹型臨床

研修病院に指定され、臨床研修医を受け入れています。県内の基幹型臨床研修病院

等で臨床研修を開始する医師の数は増加傾向にあり、令和５年度研修開始の研修に

おいて、採用数は４７５名、募集定員に対する充足率は９５％です。 

また、令和２年度から、臨床研修病院の指定や募集定員の設定に関する権限が都

道府県に移譲されています。引き続き、県内における臨床研修の質を高めつつ、県

内での医師確保の観点からも適切な定員を設定する必要があります。 

専門医制度は、医師の質の向上と良質な医療の提供を目的としています。令和２

年３月の厚労省の調査によると、臨床研修修了者の約９割が翌年度から専門研修を

行う予定と回答しています。 

令和５年度に研修を開始するプログラムとしては、県内の５０基幹施設において

１９基本領域・２０４プログラムが用意され、３９７名の専攻医が採用されました

（一般社団法人日本専門医機構調べ）。 

この採用数は、県内での臨床研修修了者数よりも少ないことから、両者の差を縮

め、より多くの専攻医を県内で確保していくことが重要です。あわせて、制度の運

用により、県内の医師の地域偏在や診療科偏在が助長される等、地域医療に支障が

生じることがないように配慮する必要があります。 
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図表5-7-2-1-8 二次保健医療圏別研修病院等の状況（令和５年度研修開始分） 

（施設、人） 

二次保健医療圏 

臨床研修（研修医） 専門研修（専攻医） 

基幹臨床 
研修病院数 

募集定員数 採用数 基幹施設数 募集定員数 採用数 

千 葉 7 101 96 11 292 169 

東 葛 南 部 13 131 127 13 236 83 

東 葛 北 部 8 92 89 10 143 38 

印 旛 5 94 83 5 201 49 

香 取 海 匝 1 30 29 1 54 13 

山武長生夷隅 0 0 0 3 8 3 

安 房 1 24 24 3 73 34 

君 津 1 14 14 2 12 1 

市 原 2 13 13 2 27 7 

計 38 499 475 50 1,046 397 

施設数は令和５年４月現在の基幹研修施設数。募集定員数及び採用数は、県内の基幹研修施設における

令和５年度から研修を開始する研修医、専攻医の募集定員及び採用数。 

資料：臨床研修：千葉県調べ、専門研修：専門医機構資料 

 

 

 

図表5-7-2-1-9 千葉県内の基幹型臨床研修病院における研修医採用数と定員充足率 

 

 

       資料：千葉県調査 
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図表5-7-2-1-10 千葉県内の基幹型臨床研修病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月現在 

小張総合病院

東葛病院
東京慈恵医大 
附属柏病院 

名戸ヶ谷病院 

新松戸中央総合病院 

千葉西総合病院 松戸市立総合医療センター 

新東京病院

国立国際医療研究 
センター国府台病院 

東京歯科大学 
市川総合病院 

船橋二和病院 

船橋市立 
医療センター 

千葉徳洲会病院
津田沼中央総合病院 

東京女子医大附属 
八千代医療センター 

千葉市立海浜病院 

千葉県済生会習志野病院 

東邦大学医療センター佐倉病院

船橋中央病院 

日本医科大学千葉北総病院 

聖隷佐倉市民病院
成田赤十字病院

国立病院機構千葉医療センター

千葉大学医学部附属病院 
千葉市立青葉病院 

千葉県がんセンター 
千葉中央メディカルセンター 

千葉労災病院 
帝京大学ちば総合医療センター 

千葉メディカルセンター 

君津中央病院 

亀田総合病院 

旭中央病院 

東京ベイ・浦安市川 
医療センター 

行徳総合病院 

順天堂大学医学部附
属浦安病院 

国際医療福祉大学 
成田病院 

セコメディック病院
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図表5-7-2-1-11 千葉県内の専門研修基幹施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月現在

小張総合病院

東葛病院 

東京慈恵医大 
附属柏病院 

新松戸中央総合病院 

千葉西総合病院
松戸市立総合医療センター 

新東京病院

国立国際医療研究 
センター国府台病院 

東京歯科大学 
市川総合病院 

船橋二和病院 

船橋市立 
医療センター 

千葉徳洲会病院 

東京女子医大附属 
八千代医療センター 

千葉市立海浜病院

千葉県済生会習志野病院 

東邦大学医療センター佐倉病院

日本医科大学千葉北総病院 
成田赤十字病院 

国立病院機構千葉医療センター 
千葉大学医学部附属病院

千葉県がんセンター 

千葉労災病院 

帝京大学ちば総合医療センター 

千葉メディカルセンター 

君津中央病院 

亀田総合病院 

旭中央病院 

東京ベイ・浦安市川 
医療センター 

順天堂大学医学部 
附属浦安病院 

下総精神医療センター 
千葉県こども病院 

千葉県救急医療センター 
千葉県精神科医療センター 南浜診療所 

国立病院機構下志津病院

浅井病院 

さんむ医療センター 

安房地域医療センター 

亀田ファミリークリニック館山

袖ケ浦さつき台病院 

千葉県千葉リハビリ
テーションセンター 

総武病院

国立がん研究センター
東病院 

初石病院

東千葉メディカルセンター 

国際医療福祉大学 
成田病院 

中山病院 

木村病院 

セコメディック病院 

いらはら診療所 
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ウ 医師の働き方改革  

これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療

ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手の減少が進む中で、医師

個人に対する負担が更に増加することが予想されます。 

こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師

本人にとってはもとより、患者・県民に対して提供される医療の質・安全を確保す

ると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要です。 

医療機関の機能分化・連携の促進や、各職種の専門性を生かして患者により質の

高い医療を提供するタスク・シフト／シェアの推進と併せて、医療機関における医

師の働き方改革に取り組む必要があります。 

なお、医師の時間外労働の上限規制の水準については、地域医療の確保や集中的

な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知

事が指定する制度が令和６年度から開始されたところであり、当該医療機関におけ

る健康確保措置の実施等が義務付けられています。 

そのほか、女性医師数の割合が増加する中、女性医師就業率は子育て世代におい

て低下が見られており、子育て世代の医師に対する取組は性別を問わず重要です。

また、介護を行う医師に対しても、配慮や環境整備が必要です。 
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図表5-7-2—1-12 医師の時間外労働規制の概要 

 

 

  図表 5-7-2-1-13千葉県の特定労委管理対象機関（Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の医療機関）の指定の状況 
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図表5-7-2-1-14 医療施設従事医師に占める女性医師数とその割合の推移（千葉県） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 

 

図表5-7-2-1-15 医籍登録後年数別の就業率 
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(2)  産科医の確保に関する現状と課題 

ア 産科医師数及び医師の偏在 

(ｱ) 千葉県の状況 

千葉県における医療施設従事医師数（産婦人科・産科・婦人科）は、近年、

横ばいで推移しており、令和２年末現在では、５３９人となっています。  

また、日常的に分娩を取り扱っていると考えられる医師数（産婦人科、産科、

婦人科医で、過去２年以内に分娩を取り扱った医師数）は３８１人であり、全

国では７位です（令和２年）。 

しかしながら、分娩取扱医師偏在指標は、全国で多い順に３４位の９．４、

全国平均の１０．６を下回っており、相対的に少ない状況にあります。 

図表5-7-2-2-1 医療施設従事医師数（産婦人科・産科・婦人科）の推移（千葉県） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 

図表5-7-2-2-2 都道府県別医療施設従事医師数 

（令和２年・産婦人科、産科、婦人科医で、過去２年以内に分娩を取り扱った医師数） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 
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図表5-7-2-2-3 都道府県別医師偏在指標（分娩取扱医師） 

 

資料：厚生労働省提供資料 

(ｲ) 二次保健医療圏ごとの状況 

医師偏在指標（分娩取扱医師）では、最大は安房保健医療圏の１９．２（全国 

２８４周産期医療圏のうち、分娩件数がゼロではないと見込まれる２７８周産期

医療圏中、多い順に第１３位）、最少は香取海匝保健医療圏の６．１（同第２４５

位）であり、約３．１倍の差があります。 

二次保健医療圏ごとの分娩取扱医師数は、最多の東葛南部保健医療圏で１０８

人、最少の山武長生夷隅保健医療圏で１０人となっています。 

日本産婦人科医会の調査によれば、分娩取扱施設当たり分娩取扱医師数は、最

大は東葛北部保健医療圏の７．４人、最少は山武長生夷隅保健医療圏の２．０人

であり、約３．７倍の差があります。 また、分娩取扱医師数当たり年間分娩件数

は、最大は山武長生夷隅保健医療圏の８５件、最少は市原保健医療圏の１９件で

あり、約４．５倍の差があります。 
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図表5-7-2-2-4 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び医師偏在指標（分娩取扱医師） 

 

※ 医療施設従事医師数は、「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」（厚生労働省）による令和２年末

時点の医療施設従事医師数。「分娩取扱医師」は、産婦人科・産科・婦人科のいずれかを主たる診療

科とし、過去２年以内に分娩を取り扱った医師数。 

※※ 主たる従事先・従たる従事先の二次保健医療圏が異なる場合は、主たる従事先の二次保健医療圏

において0.8人、従たる従事先の二次保健医療圏において0.2人と換算。 

※※※ 以降の「分娩取扱医師数」について同じ。 

 

資料：厚生労働省提供資料 

 

図表 5-7-2-2-5 二次保健医療圏別・分娩取扱施設数当たり分娩取扱医師数（令和４年） 

 

資料：日本産婦人科医会調査 

図表 5-7-2-2-6 二次保健医療圏別・分娩取扱医師数当たり年間分娩件数（令和４年） 

資料：日本産婦人科医会調査 
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イ 医師の働き方改革 

２４時間体制で分娩に対応する必要のある産科医については、特に長時間労働と

なる傾向にあることから、時間外労働の縮減と地域で必要な周産期医療体制の確保

を両立させることが重要です。 

令和６年度からの医師に対する時間外労働時間の上限規制の適用を踏まえ、地域

医療確保暫定特例水準の指定を受け、９６０時間を超える時間外労働を見込んでい

る医療機関も多くありますが、指定にあたり策定した労働時間短縮計画を適切に実

践するなど、今後も時間外労働の縮減に向け、取り組んでいく必要があります。 

 

図表5-7-2-2-7 時間外労働年1860時間換算以上の医師の割合(診療科別・全国） 

※ 診療外時間から指示の無い診療外時間を除外し、宿日直許可を取得していることがわかっている医

療機関に勤務する医師の宿日直中の待機時間を勤務時間から除外した上で、 診療科別の性、年齢調

整、診療科ごとの勤務医療機関調整を行っている。  

※※ 年上限ラインは時間外・休日労働年1,860時間換算である週78時間45分勤務とした。 

資料：令和元年 医師の勤務実態調査 
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(3)  小児科医の確保に関する現状と課題 

ア 小児科医師数及び医師の偏在 

(ｱ) 千葉県の状況 

千葉県における医療施設従事医師数（小児科）は増加傾向にあり、令和２年

末現在では、全国で多い順に８位の７０３人となっています。しかしながら、

小児科医についての医師偏在指標は、全国で多い順に４７位の９３．６であり、

全国平均の１１９.７を下回っており、相対的に少ない状況にあります。 

 

図表5-7-2-3-1 医療施設従事医師数（小児科）の推移（千葉県） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 

図表5-7-2-3-2 都道府県別医療施設従事医師数（令和２年 小児科） 

 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 
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図表5-7-2-3-3 都道府県別医師偏在指標（小児科） 

 

 

資料：厚生労働省提供資料 

(ｲ)  二次保健医療圏ごとの状況 

令和２年末現在、二次保健医療圏ごとの医療施設従事医師数（小児科）は、

最多の千葉保健医療圏で１８３人、最少の安房保健医療圏で１４人となって

います。医師偏在指標（小児科）では、最大は千葉保健医療圏の１２５．３（全

国３０７小児医療圏中、多い順に第８１位）、最少は君津保健医療圏の   

４５．９（同第３０３位）であり、約２．７倍の差があります。 

 

図表5-7-2-3-4 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び医師偏在指標（小児科） 

 
資料：〔医療施設従事医師数〕令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）、〔医師偏在指標〕厚

生労働省提供資料 
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３ 区域等と目標医師数、偏在対策基準医師数の設定 

(1) 区域等の設定 

 ガイドラインでは、医師偏在の状況等に応じた実効的な医師確保対策を進められ

るよう、医師偏在指標を用いて医師少数都道府県（医師少数区域）及び医師多数都道

府県（医師多数区域）を設定し、これらの区分に応じて具体的な医師確保対策を実施

することとされています。  

区域等の設定に当たっては、国により、医師偏在指標の上位３３．３％の都道府県

が医師多数都道府県に、下位３３．３％の都道府県が医師少数都道府県とされました。

また、二次医療圏単位では、医師偏在指標が２１７．７以上（上位３３．３％に相当）

である二次医療圏が医師多数区域に、を１７９．３以下（下位３３．３％に相当）で

ある二次医療圏が医師少数区域に設定されました。 

 また、産科及び小児科については、産科医師又は小児科医師が相対的に少なくない

都道府県や二次保健医療圏においても、その労働環境を踏まえれば、医師が不足して

いる可能性があることから、医師偏在指標の下位３３．３％を相対的医師少数都道府

県（相対的医師少数区域）と設定するとともに、医師多数都道府県（医師多数区域）

は設けないこととされています。 

 なお、相対的医師少数都道府県（相対的医師少数区域）については、画一的に医師

の確保を図るべき都道府県（二次保健医療圏）と考えるのではなく、当該都道府県（二

次保健医療圏）において産科医師又は小児科医師が少ないことを踏まえ、周産期医療

又は小児医療の提供体制の整備について特に配慮が必要な都道府県（二次保健医療

圏）として考えるものとされています。 

  

ア 都道府県単位 

千葉県は、医師全体については、医師少数都道府県に、産科及び小児科について

は、いずれも相対的医師少数都道府県とされました。 

図表5-7-3-1-1 千葉県における医師偏在指標と区分 

 医師偏在指標 
千葉県の順位 区分 

千葉県 全国 

医師全体 213.0 255.6 47都道府県中 第38位 医師少数都道府県 

産科   9.4 010.6 47都道府県中 第34位 相対的医師少数都道府県 

小児科 093.6 115.1 47都道府県中 第47位 相対的医師少数都道府県 
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イ 二次保健医療圏単位 

     二次保健医療圏単位での区域の設定は、次のとおりとされました。 

(ｱ) 医師全体 

図表5-7-3-1-2 県内二次保健医療圏における医師偏在指標と区分（医師全体） 

二次保健医療圏 医師偏在指標 全国順位 区分 

千葉 268.6 335医療圏中 第158位 医師多数区域 

東葛南部 199.5 335医療圏中 第163位  

東葛北部 203.1 335医療圏中 第147位  

印旛 210.3 335医療圏中 第128位  

香取海匝 196.4 335医療圏中 第175位  

山武長生夷隅 145.1 335医療圏中 第302位 医師少数区域 

安房 322.6 335医療圏中 第131位 医師多数区域 

君津 173.5 335医療圏中 第235位 医師少数区域 

市原 200.1 335医療圏中 第161位  

 

(ｲ) 分娩取扱医師 

図表5-7-3-1-3 県内二次保健医療圏における医師偏在指標と区分（産科） 

二次保健医療圏 医師偏在指標 全国順位 区分 

千葉 11.9 278周産期医療圏※中 第071位  

東葛南部 9.2 999周産期医療圏＊中 第135位  

東葛北部 7.0 999周産期医療圏＊中 第213位 相対的医師少数区域 

印旛 11.6 999周産期医療圏＊中 第76位  

香取海匝 6.1 999周産期医療圏＊中 第245位 相対的医師少数区域 

山武長生夷隅 7.8 999周産期医療圏＊中 第178位  

安房 19.2 999周産期医療圏＊中 第013位  

君津 9.0 999周産期医療圏＊中 第140位  

市原 9.4 999周産期医療圏＊中 第128位  

※ 全国２８４周産期医療圏のうち、分娩件数がゼロではないと見込まれるのは２７８周産期医療圏。 
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(ｳ) 小児科医 

図表5-7-3-1-3 県内二次保健医療圏における医師偏在指標と区分（小児科） 

二次保健医療圏 医師偏在指標 全国順位 区分 

千葉 125.3 307小児医療圏中 第081位  

東葛南部 78.3 999小児医療圏中 第265位 相対的医師少数区域 

東葛北部 83.3 999小児医療圏中 第241位 相対的医師少数区域 

印旛 106.8 999小児医療圏中 第153位  

香取海匝 111.8 999小児医療圏中 第127位  

山武長生夷隅 79.1 999小児医療圏中 第263位 相対的医師少数区域 

安房 122.8 999小児医療圏中 第091位  

君津 45.9 999小児医療圏中 第303位 相対的医師少数区域 

市原 94.9 999小児医療圏中 第191位  
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 (2) 目標医師数（医師全体）及び偏在対策基準医師数（産科・小児科）の設定 

ア 千葉県における目標医師数（医師全体） 

都道府県ごと及び二次保健医療圏ごとに、計画期間終了時点である令和８年度

末において確保しておくべき医師の総数を「目標医師数」として設定します。 

ガイドラインでは、医師少数都道府県の目標医師数は、計画期間終了時の医師

偏在指標が、計画期間開始時の全都道府県の医師偏在指標について下位     

３３．３％に相当する医師偏在指標に達するために必要な医師の総数と定義され

ています。 

この定義により算定した本計画の目標医師数は、１３，９０５人であり、令和

２年末時点の１２，９３５人から、９７０人の増加が必要です。 

また、二次保健医療圏ごとの目標医師数は、その合計が県の目標医師数の範囲

内に収まるように設定することとされています。 

千葉県では、医師全体についての二次保健医療圏ごとの目標医師数は、次の考

え方に従って設定します。なお、９つの二次保健医療圏の目標医師数の合計  

（１３，５６５人）と千葉県全体の目標医師数（１３，９０５人）との差     

（３４０人）については、保健医療圏を特定せずに県全体で確保に取り組みます。 

図表5-7-3-2-1 二次保健医療圏における目標医師数設定の考え方（千葉県） 

・医師少数区域 

計画開始時の下位３３．３％の基準を脱するために要する医師数。ただし、当該医師数が

現状の医師数を下回る場合は、計画終了時点において、計画期間開始時の千葉県の医師偏在

指標に達する値である医師数。 

・医師少数区域、医師多数区域のどちらでもない区域 

現状の医師数。ただし、現状の医師数が計画期間開始時の千葉県の医師偏在指標に達する

値である医師数を下回る場合は、計画終了時点において、当該千葉県の医師偏在指標に達す

る値である医師数。 

・医師多数区域 

現状の医師数。 
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図表5-7-3-2-2 二次保健医療圏別目標医師数（医師全体） 

（単位：人） 

二次保健 

医療圏 

（R8年度末） 

目標医師数 

（参考・R2末） 

現状の医師数 
設定の考え方 

千葉 2,812 2,812 現状の医師数の維持を目指す 

東葛南部 3,624 3,312 計画期間開始時の千葉県の医師偏在指標に達す

る値である医師数を目指す 東葛北部 2,792 2,599 

印旛 1,537 1,530 

香取海匝 535 532 

山武長生夷隅 640 545 
計画開始時の下位 33.3％の基準を脱するために

要する医師数を目指す 

安房 598 598 現状の医師数の維持を目指す 

君津 519 506 
計画開始時の下位 33.3％の基準を脱するために

要する医師数を目指す 

市原 508 501 
計画期間開始時の千葉県の医師偏在指標に達す

る値である医師数を目指す 

計 13,565 12,935  

現状の医師数：「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」（厚生労働省）による令和２年末時点の医療施

設従事医師数。 

 

図表5-7-3-2-3 目標医師数（医師全体）設定の考え方（イメージ） 
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設定の考え方 下位33.3％脱却 現状維持 県平均目指す 県平均目指す 県平均目指す 県平均目指す 下位33.3％脱却 現状維持 下位33.3％脱却 県平均目指す 

医
師
偏
在
指
標 

上位33.3％   

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

        

  

 

 

        

下位33.3％   

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

県平均に 

達する値 

下位33.3% 

脱却する値 
13,905 1,915 3,053 2,352 1,295 450 640 316 428 

2,273 3,624 2,792 1,537 535 760 375 616 

12,935 

2,812 598 

3,312 2,599 1,530 532 

545 506 

501 

R2医師数（現状の医師数） 県平均に達する値 下位33.3％を脱却する値 目標医師数 

508 

519 
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イ 千葉県の産科・小児科における偏在対策基準医師数 

産科及び小児科については、相対的医師少数都道府県であるか否かに関わらず、

計画開始時の下位３３．３％の基準を脱するために要する具体的な医師の数を産

科・小児科における偏在対策基準医師数として設定することとされています。こ

れは、医療需要に応じて機械的に算出される数値であることから、医師全体の目

標医師数と異なり、確保すべき医師数の目標ではないことに留意が必要です。 

図表5-7-3-2-4 千葉県の産科・小児科における偏在対策基準医師数 

（単位：人） 

 偏在対策基準

医師数 

（参考・R2末） 

現状の医師数 
設定の考え方 

分娩取扱医師 332.2 385 計画開始時の下位３３．３％の基準を脱

するために要する医師数を目指す 小児科 719.2 703 

現状の医師数：「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」（厚生労働省）による令和２年末時点の

医療施設従事医師数。「分娩取扱医師」は主たる診療科を産婦人科又は産科又は婦人科と回答

し、過去２年以内に分娩を取り扱った医師数を基に厚生労働省が算出。 

 

図表5-7-3-2-5 二次保健医療圏別の産科・小児科における偏在対策基準医師数 

（単位：人） 

二次保健 

医療圏 

分娩取扱医師 小児科 

設定の考え方 偏在対策基準

医師数 

（参考・R2末） 

現状の医師数 

偏在対策基準

医師数 

（参考・R2末） 

現状の医師数 

千葉 43.3 78 124.3 183 計画開始時の下位

３３．３％の基準

を脱するために要

する医師数 

東葛南部 76.8 108 185.9 179 

東葛北部 65.4 71 134.8 141 

印旛 28.8 50 74.7 98 

香取海匝 11.1 11 18.5 26 

山武長生夷隅 7.8 10 19.3 21 

安房 7.0 21 10.8 14 

君津 14.9 20 31.0 18 

市原 11.2 17 19.0 23 

計 266.3 385 618.3 703  

現状の医師数：「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」（厚生労働省）による令和２年末時点の医療施

設従事医師数。「分娩取扱医師」は主たる診療科を産婦人科又は産科又は婦人科と回答し、過去２年以

内に分娩を取り扱った医師数を基に厚生労働省が算出。 
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ウ 将来時点において確保が必要な医師数 

厚生労働省の推計によれば、千葉県における令和１８年時点で確保が必要な医

師数（医師全体）は、令和２年時点の医師数（１２，９３５人）よりも３，９３７

人多い１６，８７２人とされており、本計画期間終了後も、引き続き、長期的な医

師確保対策を推進していく必要があります。 

図表5-7-3-2-6 令和１８年時点における確保が必要な医師数の見込み  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省提供資料 

上位推計 差 下位推計 差

全　国 335,220 401,886 66,665 337,770 2,549

北海道 14,825 14,620 ▲ 205 13,416 ▲ 1,409

青　森 3,428 3,199 ▲ 229 2,457 ▲ 971

岩　手 3,342 3,121 ▲ 221 2,356 ▲ 985

宮　城 6,305 7,571 1,266 5,921 ▲ 384

秋　田 2,703 2,742 39 2,422 ▲ 280

山　形 2,984 3,098 114 2,328 ▲ 656

福　島 5,031 4,627 ▲ 405 2,253 ▲ 2,778

茨　城 7,681 8,209 528 5,757 ▲ 1,924

栃　木 5,239 5,522 283 3,815 ▲ 1,424

群　馬 5,378 5,490 112 4,402 ▲ 977

埼　玉 18,662 18,106 ▲ 556 14,072 ▲ 4,590

千　葉 16,872 17,330 457 14,592 ▲ 2,280

東　京 35,362 59,360 23,997 50,086 14,723

神奈川 23,343 26,490 3,146 23,356 13

新　潟 6,137 4,870 ▲ 1,268 4,709 ▲ 1,428

富　山 2,853 3,281 428 2,647 ▲ 206

石　川 3,107 4,050 943 3,254 147

福　井 2,063 2,633 570 2,024 ▲ 39

山　梨 2,144 2,256 112 1,910 ▲ 234

長　野 5,741 5,748 7 5,303 ▲ 438

岐　阜 5,036 5,721 685 4,505 ▲ 531

静　岡 9,904 10,182 279 8,357 ▲ 1,547

愛　知 19,508 20,761 1,252 19,066 ▲ 442

三　重 4,583 5,028 445 4,420 ▲ 163

滋　賀 3,569 4,162 593 3,642 73

京　都 6,960 10,707 3,748 9,075 2,115

大　阪 22,944 30,163 7,219 27,369 4,425

兵　庫 14,536 18,098 3,562 14,980 444

奈　良 3,449 4,802 1,353 3,736 287

和歌山 2,390 3,490 1,099 2,792 402

鳥　取 1,620 2,029 409 1,533 ▲ 87

島　根 1,835 2,279 444 1,703 ▲ 133

岡　山 5,149 7,404 2,255 6,179 1,030

広　島 7,671 8,576 905 7,468 ▲ 203

山　口 3,650 3,779 129 2,965 ▲ 684

徳　島 1,987 2,776 789 2,416 429

香　川 2,590 3,174 584 2,691 101

愛　媛 3,671 4,110 439 3,244 ▲ 427

高　知 1,918 2,512 594 2,032 113

福　岡 14,067 18,907 4,840 17,383 3,316

佐　賀 2,231 3,096 865 2,333 103

長　崎 3,561 4,547 986 3,911 349

熊　本 4,800 6,547 1,747 5,182 382

大　分 3,113 3,809 696 3,089 ▲ 24

宮　崎 3,011 3,120 108 2,649 ▲ 362

鹿児島 4,333 5,231 898 4,653 320

沖　縄 3,818 4,552 734 3,318 ▲ 500

令和18年時点
において確保が
必要な医師数

（人）

令和18年時点における医師供給推計（人）令和１８年時点において確保が必要な医師数： 

令和１８年時点において全国の医師数が全国

の医療需要に一致する場合の医師偏在指標の値

（全国値）を算出し、医療圏ごとに、医師偏在指

標がこの全国値と等しい値になる医師数。 

 

令和１８年時点における医師供給推計： 

各医療圏の性・医籍登録後年数別の就業者の増

減が、将来も継続するものとして推計することと

しつつ、都道府県別の供給推計が、マクロの供給

推計と整合するよう必要な調整を行うことを基

本的な考え方とする。 

 その際、都道県別の就業者の増減は、医師の流

出入の変化により大きな影響を受けると考えら

れ、不確実性が存在することから、複数回の調査

の実績を用いて幅を持った推計を行う。 
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４ 千葉県における医師の確保の方針と施策 

（1）医師（全体） 

ア 医師の確保の方針 

医学部臨時定員増の活用や県内大学医学部との連携等により地域医療に従事す

る医師の養成・確保を推進し、また、医師多数区域等における魅力的な研修環境を

生かして県内外から研修医等を確保し、県内医師少数区域等への医師派遣を促進す

る等して、県内での医師数の増加を図ります。 

また、効率的な医療提供体制に配意しながら、県内医療機関における医師の働き

方改革を推進し、令和６年度から適用される医師の時間外労働時間の上限規制に適

切に対応しつつ、地域医療を支える医療機関が必要な医療を提供し続けられるよう

支援するとともに、性別を問わず子育て世代の医師に対して支援を行うなど、医療

機関における就労環境の改善を図ることで医師の県内定着を促進します。 

さらに、県民に対し、上手な医療のかかり方への理解を促進することで、受療行

動の適正化につなげ、もって医療現場への負担軽減を図ります。 

以上を総合的に行うことで、県内の医療需要に対応していきます。 

イ 医師の確保に関する施策 

（ｱ）医師数の増加 

〔県内関係者と連携した取組の推進〕 

○ 県は、県内医療関係者と連携して地域医療支援センターの強化を図り、医師の

キャリア形成支援と一体的に地域の医療機関の医師確保を支援する事業（地域医

療支援センター事業等）を実施します。 

○ 医療法上の地域医療対策協議会でもある千葉県医療審議会医療対策部会や、臨

床研修病院等で構成する「医師臨床研修制度等連絡協議会」において、医師の効

果的な確保・配置対策を検討します。 

○ 医師確保対策については、国の制度によるところが大きいことから、県は、あ

らゆる機会をとらえて効果的な対策を講じるよう国に働きかけを行っていきます。 

〔地域医療に従事する医師の養成・確保〕 

○ 県は、自治医科大学に学生を送り、地域医療に従事する医師の養成・確保を図

ります。 

  令和５年度在学生         １５名 

  令和６年度入学定員（千葉県分）   ○名 
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○ 県内に医学部を設置する大学は、地域医療の実情に配慮して、地域医療に関す

る教育の充実や県内医療機関への医師の就労促進等、地域医療への支援を行うよ

う努めます。 

○ 県と県内外の関係大学は、連携して医学部入学定員数を臨時的に増員します。

関係大学は、一般の入試とは別枠で地域医療に意欲のある学生を対象とした入学

者選抜を行い、入学後も、地域医療に関する教育を行うなど、卒業後、千葉県内の

地域医療への従事が促進されるよう取り組みます。また、県は、当該学生やその

他の地域医療に意欲のある学生を対象に、県内での一定期間の就業を条件に返還

が免除される修学資金の貸付けを行うことで、千葉県で地域医療に従事する医師

の増加を図ります。 

  県内大学医学部における恒久的な入学定員        ２４０名 

  臨時的な入学定員（千葉県地域枠分・県外大学分を含む） ３４名（令和６年度） 

○ 県は、修学資金受給者に対して、医師の確保を特に図るべき区域等（※）での一

定期間の勤務を義務付けること等により、積極的に医師少数区域等における医師

数の増加を図ります。また、特に医療提供体制の強化・充実を目指すこととされ

ている周産期や救急医療分野（産科、新生児科、救急科）を目指す修学資金受給者

に対しては、県と関係医療機関とが連携し、キャリア形成についての配慮を行う

等して、その確保を図ります。派遣対象となる医療機関については、キャリア形

成プログラムにおいて特定することとし、具体的な派遣先については、医療法の

規定に基づき地域医療対策協議会での協議を経て指定します。派遣対象となる医

療機関は、研修環境や就労環境を整えるなど、修学資金受給者にとって魅力的な

就業先となるよう努めます。なお、キャリア形成プログラムについては、必要に

応じて、特に医師が不足している診療領域の医師確保に資するよう、随時見直し

を検討します。  

  ※医師の確保を特に図るべき区域等 

   医師少数区域（山武長生夷隅保健医療圏、君津医療圏）並びに地域医療の確

保及び修学資金 受給者のキャリア形成支援の観点から医師の派遣が必要と認

められる保健医療圏（東葛南部、東葛北部、印旛、香取海匝、安房、市原保健

医療圏） 

○ 県は、県内の専門研修基幹施設等と連携し、修学資金受給者が、地域医療への
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従事と自らの希望するキャリア形成とを両立できるよう支援します。派遣先とな

る医療機関は、医師のキャリア形成に関する知見を得るため、また、修学資金受

給者の派遣と大学医局等からの医師の派遣とが効果的なものとなるよう、大学（医

学部・附属病院）やキャリア形成支援を行う専門研修基幹施設等と充分連携しま

す。キャリア形成支援を行う専門研修基幹施設等は、修学資金受給者の地域医療

への従事とキャリア形成との両立を継続的に支援します。このような取り組みを

より効果的に行うため、修学資金受給者や医療機関からの相談に丁寧に対応する

「医師キャリアコーディネータ」を県に配置します。 

○ 県は関係大学と連携し、自治医科大学生や修学資金受給者を対象に、「キャリア

形成卒前支援プラン」として、医学部在学中から県内の地域医療の実情を学習す

る機会や県内で活躍する先輩医師と交流する機会を設け、今後、地域医療に従事

する医師としての責任と役割の自覚をかん養します。また、自治医科大学生や修

学資金受給者は、医学部在学中から、積極的に地域医療についての学習を深める

よう努めます。 

○ 県は、医師の確保を特に図るべき区域等の医療機関へ医師派遣を行う医療機関

を対象に支援を行うことで、修学資金受給医師の受入体制の強化を含め当該地域

の医師の確保を図ります。 

○ 医師少数区域で一定期間（6か月以上）勤務し、国から認定された医師（認定医

師）が勤務を継続できるよう経済的支援を行います。 

〔研修環境の充実等による若手医師の確保〕 

○ 県や県内の医療関係団体、大学、臨床研修病院等は協働し、県内で臨床研修・専

門研修を受ける医師の確保や、修了後の県内就業を促進するための取組、県内医

療従事者への医療技術研修の提供や情報発信等を推進します。県は、その協働の

場として、地域医療介護総合確保基金を活用して「千葉県医師キャリアアップ・

就職支援センター」を設置・運営します。 

○ 臨床研修制度については、令和２年度から臨床研修病院の指定や定員設定の権

限が都道府県へ移譲されています。県・県内に医学部を設置する大学・臨床研修

病院等は連携し、県内における研修の質の担保に取り組むとともに、県は、移譲

された権限を活用することで臨床研修医の確保・定着につなげ、医師の確保を図

ります。 
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○ 専門医制度の運用により、必要な診療分野の医師が県内で養成・確保されるよ

う、また、県内の医師の地域偏在及び診療科偏在が助長されるなど、地域医療に

支障が生ずることのないよう、県は、県内の医療関係団体や大学、基幹施設、市町

村等と、地域医療対策協議会において必要な情報共有や専門研修プログラムにつ

いての確認、協議を行います。 

○ 県は、千葉大学医学部に寄附講座を設置し、地域で診療する能力につながる多

彩な講義や実習を行うとともに、地域医療を担う医療機関で若手医師や医学部生

を指導する医師に対し、指導力を向上させるための教育を行います。  

○ 県は、県内医療機関、関係団体等と連携し、将来的に医療需要の減少が見込ま

れる地域にあっても、限られた医療人材で幅広い疾患に対応できるよう、総合診

療科の専門研修基幹施設による連携を推進するなど、総合診療医をはじめとして

地域医療に必要な、幅広い疾患を包括的・協調的・継続的に診療できる能力を持

った医師の養成・確保に努めます。 

 

（ｲ）医師の働き方改革の推進 

〔就労環境の向上と復職支援〕 

○ 医療機関は、妊娠中の医師や、性別を問わず、子育て、介護を行う医師に対して

仕事と両立できる働きやすい職場づくり等、就労環境の改善に取り組みます。県は、

こうした取組について医師にわかりやすく周知したり、医療機関への支援を行い

ます。 

○ 医療機関は、分娩を取り扱う医師や新生児医療担当医等の処遇改善に取り組む

よう努めます。県は、こうした取組を行う医療機関へ支援を行います。 

○ 県は、医師キャリアアップ・就職支援センターにおいて、いったん離職した医師

の職場復帰に向けた再就業のあっせんや復職研修の実施を通し、その復職を支援

します。 

〔タスク・シフト／シェア等の推進と医師の時間外労働規制に関する対応〕 

○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医療機関の役割分担の明確化や、

地域における効率的な医療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取組を

進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に集中しがちな負担を軽減するよ

う努めます。 
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○ 県内医療機関は、チーム医療やタスク・シフト／シェアの推進に努めます。県は、

医師の労働時間短縮等に関する指針も踏まえ、労働局等の関係機関とも連携しつ

つ、医療従事作業補助者の確保や、タスク・シフト／シェアの推進等による医師に

対する負担の集中の軽減等、勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤務

環境の整備に向けた取組が進むよう、県内医療機関の取組を支援します。周産期や

救急医療分野等、特に医師確保の厳しい診療科や２４時間の応需体制が求められ

る診療分野、又、地域において拠点的な役割を果たす医療機関等については、特に

その取組を推進します。 

○ 医師の時間外労働の上限規制の水準について、地域医療の確保や集中的な研修

実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適応する指定を受けた医療機関につ

いて、時短計画や健康確保措置の適切な実施のため、必要に応じて勤務環境改善セ

ンター等による支援を行います。また、今後、新たに適応を希望する医療機関があ

った場合は、円滑に指定申請ができるよう、支援します。 

 

（ｳ）上手な医療のかかり方への県民の理解促進 

○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた情報発信等により、県民に

対するかかりつけ医の定着に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を促

します。県民は、医療を適切に受けるよう努めます。 

○ 県及び県内医療関係者は、入院医療では、患者の状態に応じて必要な機能を持っ

た医療機関へ転院したり、入院する病棟を変えたりする場合があることについて、

県民の理解を促します。 

○ ホームページを活用した医療機関に関する情報の提供については、令和６年度か

ら国による全国統一のシステムが運用されることから、県は、その周知啓発を行い、

県民が適切な最新の情報を得られるように努めます。 

○ 県は、ちば救急医療ネット等を通じて、県民に対し、検索機能による医療機関情

報や、在宅当番医療機関、夜間等の急病診療所情報等の提供を行います。 

○ 県、市町村及び県内医療関係者は、救急医療体制の仕組み及び救急車や救急医療

の適正利用について、普及啓発に取り組みます。 

○ 県は、県民の不安解消による夜間・休日の不要不急の受診の減少及びその結果に

よる救急医療に係る医療従事者の負担軽減を目的として、県民に対し、病状の緊急
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性や救急医療機関の受診の要否、応急処置の方法等について、電話による医療的観

点からの助言を行う救急安心電話相談事業の充実・強化を図ります。 

○ 県は、保護者等の不安の解消や救急医療機関への患者集中を緩和するため、夜間

に小児患者の保護者等からの電話相談に対し、看護師や小児科医が適切な助言を行

う小児救急電話相談事業の充実・強化を図ります。 

○ 県は、県内関係団体と連携し、保護者向け講習会の実施やガイドブックの配布な

どを通じて、子どもの急病や事故時の対応に関する知識について普及啓発を図りま

す。 
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（2）産科 

ア 医師の確保の方針 

医療機関間の役割分担と連携を広域的に促進するとともに、効率的な医療提供体

制に配意しながら、産科に係る研修環境の向上、産科医を目指す学生や若手医師の

キャリア形成支援等を行うことで、産科医の養成・確保を図りつつ、その処遇改善

や働き方改革への対応等を進めることで県内定着の促進を図り、県内の産科医師数

の増加を目指します。 

あわせて、上手な医療のかかり方への県民の理解を促進します。 

以上を総合的に行うことで、県内の産科医療の需要に対応していきます。 

 

イ 医師の確保に関する施策 

（ｱ）効率的な医療提供体制の確立 

○ 県は、県内医療機関と連携し、周産期母子医療センターの整備や運営を支援する

とともに、母体搬送ネットワーク連携病院を含め母体搬送コーディネート業務の実

施や、「妊産婦入院調整業務支援システム」を活用するなど、医療圏内の連携体制や

医療圏を越えた医療提供体制の強化を推進し、限られた産科医や医療資源であって

も、効率的で質の高い周産期医療が提供される体制の確保を図ります。 

○ 特に相対的医師少数区域である東葛北部保健医療圏などにおいて、ハイリスク分

娩等により迅速かつ適切に対応できるよう、圏域を越えた搬送体制について整備を

進めます。 

○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医療機関の役割分担の明確化や、

地域における効率的な医療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取組を進

めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に集中しがちな負担を軽減するよう努

めます。 

○ 県内医療機関は、相互に連携し、妊婦診療が円滑に行えるよう努めることで産科

医に集中しがちな負担の軽減を図ります。県は、必要な情報提供を行うなど支援し

ます。 

 

（ｲ）産科医の増加 

○ 県は、医学生に対する修学資金の貸付けを行い、将来、地域医療に従事する医師

の確保を図ります。特に、産科医を目指す修学資金受給者に対しては修学資金貸付



 ３５  

 

額を上乗せすることで、産科医の積極的な確保を図ります。 

○ 特に医療提供体制の強化・充実を目指すこととされている周産期や救急医療分

野（産科、新生児科、救急科）を目指す修学資金受給者に対しては、県と関係医療

機関とが連携し、キャリア形成についての配慮を行う等して、その確保を図りま

す。 

○ 県は、県内医療機関等と連携し、医学生や若手医師等を対象に周産期医療や新

生児医療等に関する研修や病院説明会等を開催し、産科を志望する医師の確保や

スキルアップの支援に取り組みます。 

 

（ｳ）医師の働き方改革の推進 

○ 医療機関は、妊娠中の医師や、性別を問わず、子育て、介護を行う医師に対して

仕事と両立できる働きやすい職場づくり等、就労環境の改善に取り組みます。県

は、こうした取組について医師にわかりやすく周知したり、医療機関への支援を

行います。 

○ 医療機関は、分娩を取り扱う医師や新生児医療担当医等の処遇改善に取り組む

よう努めます。県は、こうした取組を行う医療機関へ支援を行います。 

○ 県内医療機関は、チーム医療やタスク・シフト／シェアの推進に努めます。県は、

医師の労働時間短縮等に関する指針も踏まえ、労働局等の関係機関とも連携しつ

つ、医療従事作業補助者の確保や、タスク・シフト／シェアの推進等による医師に

対する負担の集中の軽減等、勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤務

環境の整備に向けた取組が進むよう、県内医療機関の取組を支援します。 

○ 施設間での役割分担や、医師及び助産師の役割分担に応じた取組を促進するた

め、院内助産所や助産師外来、オープンシステム・セミオープンシステム等の導

入について、設置のニーズや医療機関及び地域の実情等に応じて整備するよう推

進します。 

○ 県は、助産師を含む看護職員の養成確保、定着を図るため、保健師等修学資金

貸付制度の活用や助産師の実習教育環境の整備等を進めるとともに、助産師教育

を充実させ、分娩技術の獲得のほか、次世代育成を支援する助産師の育成を図り

ます。併せて、離職した助産師等の再就業を促進するためのナースセンター事業

や職場復帰を容易にするための研修会などを実施します。 
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（ｴ）上手な医療のかかり方への理解促進 

○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた情報発信等により、県民に

対するかかりつけ医の定着に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を促

します。妊娠時には、早期に医療機関を受診し、かつ定期的に妊婦健康診査や専門

家のアドバイスを受けるなど、県民は、医療を適切に受けるよう努めます。 

○ 県、市町村及び医療機関は、妊娠に関する正確な情報を提供していくとともに、

妊娠中の女性やそのパートナー、家族等の不安を解消し、ひとりひとりが安心・安

全な出産ができるよう支援に努めます。 

○ 県、市町村及び県内医療機関は協力し、妊娠中から乳幼児期において疾病や障害

等を早期に発見するため、早期かつ適切な時期に健康教育や健康診査が行われ、そ

の結果に基づく保健指導が実施されるよう取り組みます。 
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（3）小児科 

ア 医師の確保の方針 

医療機関間の役割分担と連携を広域的に促進するとともに、効率的な医療提供体

制に配意しながら、小児科（新生児科を含む。以下同じ。）に係る研修環境の向上、

小児科医を目指す学生や若手医師のキャリア形成支援等を行うことで、小児科医の

養成・確保を図りつつ、その処遇改善や働き方改革への対応等を進めることで県内

定着の促進を図り、県内の小児科医師数の増加を目指します。 

併せて、上手な医療のかかり方への県民の理解を促進します。 

以上を総合的に行うことで、県内の小児医療の需要に対応していきます。 

 

イ 医師の確保に関する施策 

（ｱ）効率的な医療提供体制の確立 

○ 県は、市町村や県内医療機関と連携し、小児救急医療体制の整備・充実を促進

しつつ、夜間や休日に複数医療圏の小児二次救急患者を受け入れる拠点病院への

支援や、千葉県小児救命集中治療ネットワークの運用による医療圏を越えた小児

救急医療提供体制の整備等に取り組むことで、限られた小児科医や医療資源であ

っても効率的で質の高い小児医療提供体制の確保を図ります。 

○ 県は、県内医療機関と連携し、周産期母子医療センターの整備や運営を支援す

るとともに、母体搬送ネットワーク連携病院を含め母体搬送コーディネート業務

を実施するなど、医療圏内の連携体制や医療圏を越えた医療提供体制の強化を推

進し、限られた新生児医療担当医や医療資源であっても、効率的で質の高い周産

期医療が提供される体制の確保を図ります。 

○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医療機関の役割分担の明確化

や、地域における効率的な医療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取

組を進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に集中しがちな負担を軽減す

るよう努めます。 

○ 県は、県内医療関係者と連携し、内科医等の他診療科の医師を対象に小児救急

医療に関する研修会を実施し、小児患者の診療体制の充実を図るとともに、小児

科医の負担軽減を図ります。 

（ｲ）小児科医の増加 

○ 県は、医学生に対する修学資金の貸付けを行い、将来、地域医療に従事する医
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師の確保を図ります。 

○ 特に医療提供体制の強化・充実を目指すこととされている周産期や救急医療分

野（産科、新生児科、救急科）を目指す修学資金受給者に対しては、県と関係医療

機関とが連携し、キャリア形成についての配慮を行う等して、その確保を図りま

す。 

○ 県は、県内医療機関等と連携し、医学生や若手医師等を対象に周産期医療や新生

児医療等に関する研修や病院説明会等を開催し、新生児医療を志望する医師の確

保やスキルアップの支援に取り組みます。 

（ｳ）医師の働き方改革の推進 

○ 医療機関は、妊娠中の医師や、性別を問わず、子育て、介護を行う医師に対して

仕事と両立できる働きやすい職場づくり等、就労環境の改善に取り組みます。県

は、こうした取組について医師にわかりやすく周知したり、医療機関への支援を

行います。 

○ 県内医療機関は、チーム医療やタスク・シフト／シェアの推進に努めます。県は、

医師の労働時間短縮等に関する指針も踏まえ、労働局等の関係機関とも連携しつ

つ、医療従事作業補助者の確保や、タスク・シフト／シェアの推進等による医師に

対する負担の集中の軽減等、勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤務

環境の整備に向けた取組が進むよう、県内医療機関の取組を支援します。周産期等、

特に医師確保の厳しい診療科や２４時間の応需体制が求められる診療分野、又、地

域において拠点的な役割を果たす医療機関等については、特にその取組を推進し

ます。 

（ｴ）上手な医療のかかり方への理解促進 

○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた情報発信等により、県民

に対するかかりつけ医の定着に努めるとともに、適切な受療行動についての理解

を促します。保護者は、子どもの急病や事故時の対応に関する知識の習得に努め、

また、夜間休日よりも、できるだけ日中に受診させるなど、県民は、医療を適切に

受けるよう努めます。 

○ 県は、保護者等の不安の解消や救急医療機関への患者集中を緩和するため、夜

間に小児患者の保護者等からの電話相談に対し、看護師や小児科医が適切な助言

を行う小児救急電話相談事業の充実・強化を図ります。 
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○ 県は、県内関係団体と連携し、保護者向け講習会の実施やガイドブックの配布

などを通じて、子どもの急病や事故時の対応に関する知識について普及啓発を図

ります。 
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（4）施策の評価指標 

指標名 
把握する

単位 
現状 目標 

医療施設従事医師数  （令和2年度）  

 千葉県 県 12,935人  

 千葉保健医療圏 二次保健

医療圏 

2,812人  

 東葛南部保健医療圏 3,312人  

 東葛北部保健医療圏 2,599人  

 印旛保健医療圏 1,530人  

 香取海匝保健医療圏 532人  

 山武長生夷隅保健医療圏 545人  

 安房保健医療圏 598人  

 君津保健医療圏 506人  

 市原保健医療圏 501人  

修学資金貸付を受けた医師数 県 283人 

（令和5年4月） 

 

県内専門研修基幹施設における専攻医採

用数 

県 397人 

（令和5年3月） 

 

タスク・シフティング、タスク・シェアリ

ングの促進（医師事務作業補助者体制加

算の施設基準に適合しているものとして

厚生局に届け出ている施設数） 

   

副業・兼業先を含む医師の労働時間を把

握している病院数 

県 157病院 

（令和5年7月） 

 

「かかりつけ医」の定着度 県 64.1％ 

（令和4年度） 

 

小児救急電話相談事業 県 48,430件 

（令和4年度） 

 

救急安心電話相談事業 県 38,253件 

（令和4年度） 
 

分娩千件当たり分娩取扱医師数 県 9.5人 

（令和2年度） 

 

15 歳未満人口 10 万人当たり医療施設従

事医師数（小児科）  

県 95.4人 

（令和2年度） 

 

※ タイムカード、パソコンのログインからログアウトまでの時間、又は事業者（権限を移譲された者
を含む）による現認等の客観的な記録を基礎として、始業・終業時刻を確認し、記録する方法。 
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第７節 医師の確保 

１ 医師の確保に関する事項の全体像と医師偏在指標 

   

医療法においては、「医師の確保の方針」「確保すべき医

師の数の目標」「医師の確保に関する施策」を医療計画に記

載することとされています。 

 

 

 

  これは、地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における

医療提供体制を確保することを目的としたものです。 

  厚生労働省は、都道府県が医師の確保に関する事項を定

める際に留意すべき事項等を「医師確保計画策定ガイドラ

イン」（以下「ガイドライン」といいます。）として定め、令

和５年３月３１日付けで各都道府県に一部改正を通知しま

した。 

                          

ガイドラインでは、医師の確保に関する事項を定めるに

当たっては、全国ベースで三次医療圏ごと及び二次医療圏

ごとの医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価した指標

（以下「医師偏在指標」といいます。）を国が算出し、これ

に基づいて医師少数都道府県（区域）・医師多数都道府県（区

域）を設定し、医師の確保の方針、確保すべき医師の数の

目標及び医師の確保に関する施策を定めることとしていま

す。 

また、医師全体の確保に関する事項とともに、産科医及

び小児科医に限定して、その確保に関する事項についても

第１章 一部改定の内容 

第１節 背景・趣旨 

 

  平成３０年７月に公布された「医療法及び医師法の一部

を改正する法律」により改正された医療法では、医療計画に

定める事項の見直しを行い、「医師の確保に関する次に掲げ

る事項」として「医師の確保の方針」「確保すべき医師の数

の目標」「医師の確保に関する施策」を記載することとされ

ました。（医療法第３０条の４第２項第１１号） 

  これは、地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における

医療提供体制を確保することを目的としたものです。 

  厚生労働省は、都道府県が医師の確保に関する事項を定

める際に留意すべき事項等を「医師確保計画策定ガイドラ

イン」（以下「ガイドライン」といいます。）として定め、平

成３１年３月２９日付けで各都道府県に通知しました。 

計画の構成変更に伴う修正 

時点更新 

 

第２節 医師の確保に関する事項の全体像と医師偏在指標 

  ガイドラインでは、医師の確保に関する事項を定めるに

当たっては、全国ベースで三次医療圏ごと及び二次医療圏

ごとの医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価した指標

（以下「医師偏在指標」といいます。）を国が算出し、これ

に基づいて医師少数都道府県（区域）・医師多数都道府県（区

域）を設定し、医師の確保の方針、確保すべき医師の数の目

標及び医師の確保に関する施策を定めることとしていま

す。 

  また、医師全体の確保に関する事項とともに、産科医及び

小児科医に限定して、その確保に関する事項についても定
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定めることとされています。 

なお、医師偏在指標（医師全体、小児科及び分娩取扱医

師）は、厚生労働省が算出し、区域等の設定とともに令和

５年４月に暫定値が公表されました。都道府県において、

二次医療圏、周産期医療圏、小児医療圏の見直しを行わな

い場合は、暫定値を確定値とすることとされています。 

 

めることとされています。 

  なお、医師偏在指標は、厚生労働省が算出し、区域等の設

定とともに令和元年１２月１２日（医師全体）及び同２５日

（産科及び小児科）付けで各都道府県へ通知されました。 

 

※ 産科医の偏在指標については、「過去２年以内に分娩の

取扱いあり」と回答した医師のうち、日常的に分娩を取

り扱っていると考えられる産婦人科・産科・婦人科を主

たる診療科と回答した医師数（分娩取扱医師数）を用い

ることとし、指標の名称は改定前の計画の「産科医師偏

在指標」から「分娩取扱医師偏在指標」に変更されまし

た。 

 

図表 5-7-1-1 医師確保計画を通じた医師偏在対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-1-2 医師確保計画を通じた医師偏在対策 

 

産科医師偏在指標から分娩取扱

医師偏在指標に変更 

【医師確保 GL 27ｐ】 

２ 医師の確保に関する現状と課題 

(1) 医師（全体）の確保に関する現状と課題 

 ア 医師数及び医師の偏在 

  (ｱ) 千葉県の状況 

千葉県における医療施設従事医師数は増加傾向にあ

り、令和２年末現在では、全国で多い順に９位の１２，

９３５人となっています。また、令和４年末において

は、○人で全国〇位です。 

令和２年度からを計画期間とする前計画において、

令和５年度末に確保しておくべき医師の総数は１３，

第２章 医師の確保に関する現状と課題 

第１節 医師（全体）の確保に関する現状と課題 

１ 医師数及び医師の偏在 

（１）千葉県の状況 

  千葉県における医療施設従事医師数は増加傾向にあり、

平成２８年末現在では、全国で８番目に多い１１，８４３人

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

時点更新 
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１４６人であり、この目標は達成しています。 

しかしながら、令和２年末の医師数をもとに算定し

た医師全体についての医師偏在指標は、全国で多い順

に３８位の２１３．０であって、全国平均の２５５．

６を下回っており、相対的に医師数が少ない状況にあ

ります。また、医師数の増減状況には、診療科によっ

て差がみられます。 

 

 

 

 

千葉県内の医療施設で従事する医師のうち約１０％

（診療所では約２１％）が７０歳以上であり、継続的

な医療提供体制を確保するため、若手医師の確保・定

着が重要です。 

平成２１年度に開始した医師修学資金貸付制度を利

用した方が、順次、医学部を卒業して臨床研修を終え、

医師の少ない地域でも勤務していますが、医師の価値

観の多様化や専門医志向の高まり等の要因も踏まえ、

産科や小児科など特に医師の少ない診療科の医師を

確保する取組や、地域医療への従事と医師としてのキ

ャリア形成の両立を可能とするような取組を進める

必要があります。 

 

図表 5-7-2-1-1 医療施設従事医師数の推移（千葉県） 

図表 5-7-2-1-2 都道府県別医療施設従事医師数（令和２年） 

図表 5-7-2-1-3 都道府県別医師偏在指標（医師全体） 

 

しかしながら、医師全体についての医師偏在指標は、全

国で多い順に３８番目の１９７．３であって、全国平均の

２３９．８を下回っており、相対的に医師数が少ない状況

にあります。 

  医師数の増減状況には、診療科によって差がみられます。

特に、産科や小児科などの診療科においては、診療科の休

止・廃止がみられ、救急医療の現場でも、二次救急の弱体化

や救急搬送の長時間化といった課題が生じています。 

   

 

千葉県内の医療施設で従事する医師のうち約１５％（診

療所では約３２％）が６５歳以上であり、継続的な医療提

供体制を確保するため、若手医師の確保・定着が重要です。 

  

 臨床研修制度の導入に伴う大学病院の医師派遣機能の低

下、医師の価値観の多様化や専門医志向等の要因により、

県内の一部の自治体病院等でも深刻な医師不足が生じてい

ます。 

 

 

 

 

 

図表 3-2-1-1-1 医療施設従事医師数の推移（千葉県） 

図表 3-2-1-1-2 都道府県別医療施設従事医師数（平成２８年） 

図表 3-2-1-1-3 都道府県別医師偏在指標（医師全体） 

 

 

 

 

 

 

産科、小児科は効率的な医療提供

体制の構築により体制の維持を

目指している。救急科は、医師数

は増加しており、弱体化という課

題は読み取れない。 

医師の年齢階層別のデータが 10

歳刻みなので 70 歳以上に変更。 

 

 

臨床研修制度導入から相当の期

間が経過しているので、削除。 

「自治体病院での深刻な医師不

足」について定義があいまいなた

め、削除。 

価値観の多様化、専門医志向につ

いては、継続した要因であるため

残し、そのほか、直近の現状と課

題を追記。 

 

 

 



医師確保 

4 

資料６ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

図表 5-7-2-1-4 主な診療科別医療施設従事医師数の増減（対

平成 18 年比・千葉県） 

図表 5-7-2-1-5 医療施設従事医師数の年齢構成別割合（全

体・病院・診療所）（令和２年） 

 

図表 3-2-1-1-4 主な診療科別医療施設従事医師数の増減（対

平成８年比・千葉県） 

図表 3-2-1-1-5 年齢構成別医療施設従事医師数（平成２８

年） 

 

救急医の統計が取れる年を起点

に変更（H18） 

年齢構成別は、偏在指標のバック

データから引用（元は３師調査な

ので出典は変わらず） 

  (ｲ) 二次保健医療圏ごとの状況 

令和２年末現在、二次保健医療圏ごとの医療施設従事

医師数は、最多の東葛南部保健医療圏で３，３１２人、

最少の市原保健医療圏で５０１人となっています。医師

全体の医師偏在指標では、最大は安房保健医療圏の３２

２．６（全国３３５医療圏中、多い順に第３１位）、最少

は山武長生夷隅保健医療圏の１４５．１（同第３０２位）

であり、約２．２倍の差があります。 

また、医師全体の医師偏在指標は、病院、診療所の別

でも算定されており、医療圏別に見たとき、診療所の順

位は全体とは異なる状況となっています。 

なお、診療科別の医師数は表のとおりです。 

 

図表 5-7-2-1-6 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び

医師偏在指標 

● 全体 

● 病院 

● 診療所 

図表 5-7-2-1-7 診療科別・二次保健医療圏別医療施設従事医

師数（令和２年） 

 

（２）二次保健医療圏ごとの状況 

  平成２８年末現在、二次保健医療圏ごとの医療施設従事

医師数は、最多の東葛南部保健医療圏で３，０３８人、最少

の市原保健医療圏で４８９人となっています。医師全体の

医師偏在指標では、最大は安房保健医療圏の２８５．１（全

国３３５医療圏中、多い順に第３８位）、最少は山武長生夷

隅保健医療圏の１２０．４（同第３２４位）であり、約２．

４倍の差があります。 

 

 

 

 

 

図表 3-2-1-1-7 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び

医師偏在指標（医師全体） 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

 

 

病院、診療所別、診療科別データ

を追加 

【医師確保 GL 9ｐ,18p】 
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 ２ 人口構造と医療ニーズの変化 

  千葉県の人口は、今後、減少することが見込まれていま

す。ただし、減少が見込まれるのは、年少人口（１５歳未満

の人口）及び生産年齢人口（１５歳以上６４歳未満の人口）

であり、老年人口（６５歳以上の人口）については、増加が

続くと見込まれています。特に、７５歳以上の人口は、平成

２７年に約７１万人であったところ、令和７年以降は  

１１０万人程度で推移することが見込まれています。また、

こうした増減の傾向は、地域により違いがあると見込まれ

ます。 

  高齢者の増加に伴い、大腿骨近位部骨折や肺炎等に罹患

する患者をはじめ、入院患者数や救急搬送される人数等、医

療需要は増加していくものと見込まれます。一方、年少人口

や若年女性が減少することで、小児患者や妊産婦の総数は

減少することが予想されます。 

  こうした地域の医療ニーズの変化を踏まえ、増加が見込

まれる分野を担う人材の確保はもちろん、需要の減少する

分野についても、必要な医療提供体制を確保することが重

要です。 

  また、年少人口や生産年齢人口の減少は、医療分野を含

め、すべての産業を支える人材の確保に大きな影響を与え

ます。医療提供体制の持続性を確保するためには、将来の医

療需要に配慮しつつ、地域医療に意欲のある人材を一定数

確保し、医師として養成していくことが重要です。 

  併せて、限られた医師数であっても、安心で質の高い医療

提供体制を確保するためには、効率的な医療提供体制の確

立を図るとともに、医療を受ける側である県民に適切な受

医療計画と一体となるので、重複

する内容は省略 



医師確保 

6 

資料６ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

療行動をとってもらうことも重要です。 

 

図表 3-2-1-2-1 千葉県人口の推移 

図表 3-2-1-2-2 二次保健医療圏別７５歳以上人口の増減見

込み 

 

イ 臨床研修制度、専門医制度  

若手医師の確保に重要な、基幹型臨床研修病院や専門研

修基幹施設の立地、募集定員数には地域差がみられます。 

臨床研修制度については、令和５年４月現在、県内３９

か所の病院が基幹型臨床研修病院に指定され、臨床研修医

を受け入れています。県内の基幹型臨床研修病院等で臨床

研修を開始する医師の数は増加傾向にあり、令和５年度研

修開始の研修において、採用数は４７５名、募集定員に対

する充足率は９５％です。 

また、令和２年度から、臨床研修病院の指定や募集定員

の設定に関する権限が都道府県に移譲されています。引き

続き、県内における臨床研修の質を高めつつ、県内での医

師確保の観点からも適切な定員を設定する必要がありま

す。 

専門医制度は、医師の質の向上と良質な医療の提供を目

的としています。令和２年３月の厚労省の調査によると、

臨床研修修了者の約９割が翌年度から専門研修を行う予定

と回答しています。 

令和５年度に研修を開始するプログラムとしては、県内

の５１基幹施設において１９基本領域・２０７プログラム

が用意され、３９７名の専攻医が採用されました（一般社

３ 臨床研修制度、専門医制度 

  若手医師の確保に重要な、基幹型臨床研修病院や専門研

修基幹施設の立地、募集定員数には地域差がみられます。 

  臨床研修制度については、令和２年４月現在、県内３６か

所の病院が基幹型臨床研修病院に指定等され、臨床研修医

を受け入れています。県内の基幹型臨床研修病院等で臨床

研修を開始する医師の数は増加傾向にあり、募集定員に対

するマッチ率は８９％（令和元年度）です。 

 

  また、平成３０年７月に医師法の一部が改正され、令和２

年度から、臨床研修病院の指定や募集定員の設定に関する

権限が都道府県に移譲されました。引き続き、県内における

臨床研修の質を高めつつ、県内での医師確保の観点からも

適切な定員を設定する必要があります。 

   

 

 

平成３０年度から開始された新専門医制度について、令

和元年度に研修を開始するプログラムとして、県内の４１

基幹施設において１９基本領域・１２９プログラムが用意

され、３３２名の専攻医が採用されました（一般社団法人

 

 

 

時点更新 

 

 

マッチ率ではなく、二次募集等を

含めた最終的な採用数により算

定した「充足率」に変更 

時点が経過したので削除 

 

 

 

 

専門研修の説明を追記。 

 

 

時点が経過したので削除 

時点更新 
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新 旧 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

団法人日本専門医機構調べ）。 

この採用数は、県内での臨床研修修了者数よりも少ない

ことから、両者の差を縮め、より多くの専攻医を県内で確

保していくことが重要です。あわせて、制度の運用により、

県内の医師の地域偏在や診療科偏在が助長される等地域医

療に支障が生じることがないように配慮する必要がありま

す。 

 

 

図表 5-7-2-1-8 二次保健医療圏別研修病院等の状況（令和５

年度研修開始分） 

図表 5-7-2-1-9 千葉県内の基幹型臨床研修病院における研

修医採用数と定員充足率 

図表 5-7-2-1-10 千葉県内の基幹型臨床研修病院 

図表 5-7-2-1-11 千葉県内の専門研修基幹施設 

日本専門医機構調べ）。 

この採用数は、県内での臨床研修修了者数よりも少ない

ことから、両者の差を縮め、より多くの専攻医を県内で確

保していくことが重要です。併せて、制度の運用により、

県内の医師の地域偏在や診療科偏在が助長される等地域医

療に支障が生じることがないように配慮する必要がありま

す。 

 

 

図表 3-2-1-3-1 二次保健医療圏別研修病院等の状況（令和元

年度研修開始分） 

図表 3-2-1-3-2 千葉県内の基幹型臨床研修病院におけるマ

ッチ率とマッチ者数の推移 

図表 3-2-1-3-3 千葉県内の基幹型臨床研修病院 

図表 3-2-1-3-4 千葉県内の専門研修基幹施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マッチ数の推移の表は、本文の修

正に併せて「定員充足率」に変更。 

 

 ウ 医師の働き方改革  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 医師の働き方改革 

  医師数に占める女性医師数の割合は増加傾向にありま

す。女性医師だけに限られる問題ではありませんが、出産、

育児、介護等の負担を担う医師が、家庭生活と医業とを両立

できるよう、ワークライフバランスに配慮した就労環境づ

くりの必要性が高まっています。 

  こうした状況の中、医師に対する時間外労働時間の上限

規制が令和６年度から適用されます。診療に従事する勤務

医に対する一般的な上限規制（Ａ水準）のほか、地域医療確

保のための暫定特例水準（Ｂ水準）や集中的に技能を向上す

るための水準（Ｃ－１、Ｃ－２水準）が設定される見込みで

すが、県内医療機関における必要な医師の確保・定着を促進

 

上限規制の開始が間もなくなの

で、文章構成を変更 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支え

られており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少

子化に伴う医療の担い手の減少が進む中で、医師個人に対

する負担が更に増加することが予想されます。 

こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境

を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・

県民に対して提供される医療の質・安全を確保すると同時

に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要です。 

医療機関の機能分化・連携の促進や、各職種の専門性を

生かして患者により質の高い医療を提供するタスク・シフ

ト／シェアの推進と併せて、医療機関における医師の働き

方改革に取り組む必要があります。 

なお、医師の時間外労働の上限規制の水準については、

地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得

ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定

する観点からは、できるだけ多くの医療機関において時間

外労働時間をＡ水準の範囲内に収めることが重要です。一

方で、全国的に、救急医療をはじめとする医療提供体制に影

響が生じることを危惧する声が聞かれており、地域で必要

な医療提供体制の確保の視点も必要です。 

  「医師の働き方改革」を推進するためには、他職種との業

務分担の見直しや、施設間の機能分化・連携を進めていくこ

とが重要です。また、医療を利用する患者側に対しても、上

手な医療のかかり方について理解を求める必要があります

が、県民の医療機関の役割分担に対する認知度は約４５．

９％、かかりつけ医を持つ県民の割合は約５６．９％にとど

まります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かかりつけ医に関することは計

画の別のページにあるので削除。 

 

 

 

働き方改革の基本的な目的を記

載。 

「良質かつ適切な医療を効率的

に提供する体制の確保を推進す

るための医療法等の一部を改正

する法律案の閣議決定について」

社会保障審議会 医療部会資料

（R3.2）より 
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新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

する制度が令和６年度から開始されたところであり、当該

医療機関における健康確保措置の実施等が義務付けられて

います。 

そのほか、女性医師の割合が増加する中、女性医師就業

率は子育て世代において低下が見られており、子育て世代

の医師に対する取組は性別を問わず重要です。また、介護

を行う医師に対しても、配慮や環境整備が必要です。 

 

 

 

図表 5-7-2—1-12 医師の時間外労働規制の概要 

 

 

図表 5-7-2-1-13 千葉県の特定労委管理対象機関（Ｂ・連携

Ｂ・Ｃ水準の医療機関）の指定の状況 

図表 5-7-2-1-14 医療施設従事医師に占める女性医師数とそ

の割合の推移（千葉県） 

図表 5-7-2-1-15 医籍登録後年数別の就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-2-1-4-1 医療施設従事医師に占める女性医師数とそ

の割合の推移（千葉県） 

図表 3-2-1-4-2 医師の時間外労働規制の概要 

図表3-2-1-4-3 週勤務時間が地域医療確保暫定特例水準※を

超える医師の割合（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-2-1-4-4 医療に関する県民意識調査の結果（平成２９

年・千葉県） 

図表 3-2-1-4-5 かかりつけ医を持っている人の割合（平成２

８年・千葉県） 

図表 3-2-1-4-6 医療法第６条の２第３項 

図表 3-2-1-4-6 千葉県内の救命救急センター及び救急基幹

センター 

 

 

 

女性医師の増加の影響に関して

記載。根拠データ（就業率）を追

加。 

 

 

本文の構成を変えたので、図表の

順番も変更 

 

更新されたデータがないので削

除 

R5 中に指定される医療機関を記

載 

 

 

女性医師の割合増加の影響につ

いて、根拠データ（就業率）を追

加。 

県民意識、かかりつけ医、救急、

災害は、計画の別のページにある

ので削除 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

図表 3-2-1-4-7 千葉県内の災害拠点病院 

 

(2)  産科医の確保に関する現状と課題 

 ア 産科医師数及び医師の偏在 

  (ｱ) 千葉県の状況 

千葉県における医療施設従事医師数（産婦人科・産科・

婦人科）は微増傾向にあり、令和２年末現在では、５３

９人となっています。  

また、日常的に分娩を取り扱っていると考えられる医

師数（産婦人科、産科、婦人科医で、過去２年以内に分

娩を取り扱った医師数）は３８１人であり、全国では７

位です（令和２年）。 

しかしながら、分娩取扱医師偏在指標は、全国で多い

順に３４位の９．４、全国平均の１０．６を下回ってお

り、相対的に少ない状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-7-2-2-1 医療施設従事医師数（産婦人科・産科・婦人

第２節 産科医の確保に関する現状と課題 

１ 産科医師数及び産科医師の偏在 

（１）千葉県の状況 

  千葉県における医療施設従事医師数（産婦人科・産科）は

微増傾向にあり、平成２８年末現在では、全国で７番目に多

い４５９人となっています。 

 

 

 

 

しかしながら、産科医についての医師偏在指標は、全国

で多い順に３３番目の１１．０であり、全国平均の１２．

８を下回っており、相対的に医師数が少ない状況にありま

す。 

  産婦人科医会の調査によれば、千葉県における分娩取扱

い医師数（平成２９年）は５４４名であり、その５５．７％

が周産期母子医療センター等の病院で業務に従事していま

す。 

  産科・産婦人科常勤医師における年齢階級別構成比は、診

療所においては６５歳以上の割合が周産期母子医療センタ

ーやその他の一般病院よりも高い状況にあります。 

 

図表 3-2-2-1-1 医療施設従事医師数（産婦人科・産科）の推

 

 

 

分娩取扱医師数は、婦人科を含め

て算定するため、婦人科を追加 

 

従事施設別分娩取扱医師数のデ

ータが国から示されたので追加 

 

 

 

 

 

 

産婦人科医会の分娩取扱医師数

は 573 人。分娩取扱医師偏在指標

では、385 人で、差が大きすぎる

ので、本文からは削除。 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

科）の推移（千葉県） 

図表 5-7-2-2-2 都道府県別医療施設従事医師数（令和２年・

産婦人科、産科、婦人科医で、過去２年以内に分娩を取り扱っ

た医師数） 

図表 5-7-2-2-3 都道府県別医師偏在指標（分娩取扱医師） 

 

移（千葉県） 

図表 3-2-2-1-2 都道府県別医療施設従事医師数（平成２８年 

産婦人科・産科） 

 

図表 3-2-2-1-3 都道府県別医師偏在指標（産科） 

図表 3-2-2-1-4 分娩取扱い医師の従事施設（平成２９年・千

葉県） 

図表 3-2-2-1-5 産科・産婦人科常勤医師に係る年齢階級別構

成比（平成３０年・千葉県） 

 

 

 

 

 

 

対応する施策がないので削除 

 

県独自で施設ごとに医師の年齢

階級を調査していたが、調査項目

が廃止されたので削除。 

 

 (ｲ) 二次保健医療圏ごとの状況 

 

 

 

医師偏在指標（分娩取扱医師）では、最大は安房保健

医療圏の１９．２（全国 ２８４周産期医療圏のうち、分

娩件数がゼロではないと見込まれる２７８周産期医療圏

中、多い順に第１３位）、最少は香取海匝保健医療圏の６．

１（同第２４５位）であり、約３．１倍の差があります。 

 

二次保健医療圏ごとの分娩取扱医師数は、最多の東葛

南部保健医療圏で１０８人、最少の山武長生夷隅保健医

療圏で１０人となっています。 

日本産婦人科医会の調査によれば、分娩取扱施設当た

り分娩取扱医師数は、最大は東葛北部保健医療圏の７．

４人、最少は山武長生夷隅保健医療圏の２．０人であり、

（２）二次保健医療圏ごとの状況 

  平成２８年末現在、二次保健医療圏ごとの医療施設従事

医師数（産婦人科・産科）は、最多の東葛南部保健医療圏で

１２０人、最少の山武長生夷隅保健医療圏で１５人となっ

ています。医師偏在指標（産科）では、最大は安房保健医療

圏の２１．６（全国２８４周産期医療圏のうち、令和５年に

おける分娩件数がゼロではないと見込まれる２７８周産期

医療圏中、多い順に第１６位）、最少は東葛北部保健医療圏

の９．１（同第１９１位）であり、約２．４倍の差がありま

す。 

  産婦人科医会の調査によれば、二次保健医療圏ごとの分

娩取扱い医師数は、最多の東葛南部保健医療圏で１４８人、

最少の山武長生夷隅保健医療圏で９人となっています。分

娩取扱い施設当たり分娩取扱い医師数は、最大は東葛北部

保健医療圏及び安房保健医療圏の６．７人、最少は山武長生

夷隅保健医療圏の２．３人であり、約２．９倍の差がありま

 

医療施設従事者数（産婦人科・産

科）のデータは偏在指標に使わな

くなったので削除。 

偏在指標が産科から分娩取扱医

師に変更されたため修正 

 

 

 

 

「分娩取り扱い医師数」は３師調

査で新規項目となり、施設当たり

医師数などは産婦人科医会が出

典なので、出典の記載の場所を変

更 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

約３．７倍の差があります。 また、分娩取扱医師数当た

り年間分娩件数は、最大は山武長生夷隅保健医療圏の８

５件、最少は市原保健医療圏の１９件であり、約４．５

倍の差があります。 

図表 5-7-2-2-4 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び

医師偏在指標（分娩取扱医師） 

 

 

図表 5-7-2-2-5 二次保健医療圏別・分娩取扱施設数当たり分

娩取扱医師数（令和４年） 

図表 5-7-2-2-6 二次保健医療圏別・分娩取扱医師数当たり年

間分娩件数（令和４年） 

 

す。また、分娩取扱い医師数当たり年間分娩件数は、最大は

山武長生夷隅保健医療圏の１４９件、最少は安房保健医療

圏の５７件であり、約２．６倍の差があります。 

 

図表 3-2-2-1-6 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び

医師偏在指標（産科） 

図表 3-2-2-1-7 二次保健医療圏別・従事施設別分娩取扱い医

師数（平成２９年） 

図表 3-2-2-1-8 二次保健医療圏別・分娩取扱い施設数当たり

分娩取扱い医師数（平成２９年） 

図表 3-2-2-1-9 二次保健医療圏別・分娩取扱い医師数当たり

年間分娩件数（平成２９年） 

 

 

 

 

 

 

 

従事施設別の医師数は本文で触

れていないので図表を削除 

 ２ 若年女性の減少と出産の高年齢化 

  千葉県における出生数は、減少傾向にあります。１５～４

９歳女子人口は、今後減少が続くとともに、その減少率には

地域差があると見込まれます。 

  出生数全体に占める母の年齢が３５歳以上の出生数の割

合は、平成１２年には１２．５％であったのに対し、平成２

６年以降は２９％台で推移しています。 

 

図表 3-2-2-2-1 出生数と母の年齢が３５歳以上の出生数の

割合の推移（千葉県） 

図表 3-2-2-2-2 １５～４９歳女子人口の推移（千葉県） 

図表 3-2-2-2-3 二次保健医療圏別１５～４９歳女子人口の

増減率 

 

周産期医療のページに移行 
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 ３ 分娩取扱い施設等の地域偏在 

  分娩取扱い施設の設置状況には、地域間で偏りがみられ、

分娩リスクの高い妊娠や高度な新生児医療等に対応できる

医療施設である周産期母子医療センターが、未設置の二次

保健医療圏があります。 

  地域によって、施設当たりの年間分娩件数や、施設種別の

分娩取扱い件数構成比には違いがみられます。 

  産婦人科の専門医研修に係る基幹施設は、令和２年度現

在、６つの二次保健医療圏に各１施設・計６施設であり、研

修環境の整っていない二次保健医療圏があります。 

 

図表 3-2-2-3-1 二次保健医療圏別分娩取扱い施設数（平成２

９年） 

図表 3-2-2-3-2 二次保健医療圏別１５～４９歳女子人口１
０万対分娩取扱い施設数（平成２９年） 

図表 3-2-2-3-3 二次保健医療圏別分娩取扱い施設当たり年

間分娩件数（平成２９年） 

図表 3-2-2-3-4 施設所在二次保健医療圏別・施設種別年間分

娩件数構成比（平成２９年） 

図表 3-2-2-3-5 千葉県内の周産期母子医療センター及び母

体搬送ネットワーク連携病院 

図表 3-2-2-3-6 産婦人科領域に係る専門研修基幹施設（令和

２年度研修開始分） 

 

地域間で異なってはいるが、全て

の二次医療圏にセンターを配置

する方針ではないため、削除。 

 

 

 

 

研修基幹施設を各医療圏に配置

する方針はないので削除 

 

 

対応する本文がないので削除 

 

 

 

 

 

 

 

地図は周産期のページに掲載 

研修基幹施設を各医療圏に配置

する方針はないので削除 

イ 医師の働き方改革 

２４時間体制で分娩に対応する必要のある産科医につい

ては、特に長時間労働となる傾向にあることから、時間外

労働の縮減と地域で必要な周産期医療体制の確保を両立さ

４ 医師の働き方改革 

  ２４時間体制で分娩に対応する必要のある産科医につい

ては、特に長時間労働となる傾向にあることから、令和６年

度からの医師に対する時間外労働時間の上限規制の適用に

 

 

令和６年度に計画開始なので削

除 
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せることが重要です。 

 

令和６年度からの医師に対する時間外労働時間の上限規

制の適用を踏まえ、地域医療確保暫定特例水準の指定を受

け、９６０時間を超える時間外労働を見込んでいる医療機

関も多くありますが、指定にあたり策定した労働時間短縮

計画を適切に実践するなど、今後も時間外労働の縮減に向

け、取り組んでいく必要があります。 

 

図表 5-7-2-2-7 時間外労働年 1860 時間換算以上の医師の割

合(診療科別・全国） 

向け、時間外労働の縮減と地域で必要な周産期医療体制の

確保を両立させることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

図表3-2-2-4-1 週勤務時間が地域医療確保暫定特例水準※を

超える医師の割合（全国）（再掲） 

 

 

 

 

令和６年度以降の対応を追記 

 

 

 

 

 

 

データが古く、更新できないので

出典を変更 

(3)  小児科医の確保に関する現状と課題 

ア 小児科医師数及び医師の偏在 

(ｱ) 千葉県の状況 

千葉県における医療施設従事医師数（小児科）は増加

傾向にあり、令和２年末現在では、全国で多い順に８位

の７０３人となっています。しかしながら、小児科医に

ついての医師偏在指標は、全国で多い順に４７位の９３．

６であり、全国平均の１１９.７を下回っており、相対的

に少ない状況にあります。 

 

 

 

 

 

第３節 小児科医の確保に関する現状と課題 

１ 小児科医師数及び医師の偏在 

（１）千葉県の状況 

  千葉県における医療施設従事医師数（小児科）は増加

傾向にあり、平成２８年末現在では、全国で８番目に多

い６５４人となっています。しかしながら、小児科医に

ついての医師偏在指標は、全国で多い順に４４番目の８

４．５であり、全国平均の１０６．２を下回っており、医

師数が少ないことが懸念されます。 

  また、総合周産期母子医療センターにおけるＮＩＣＵ

１５床当たり医師数（施設に専従し、週３０時間以上新

生児医療関連の診療に勤務する医師の数）について、千

葉県は、他の都道府県より少ないといった指摘もありま

す。 

 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

更新データがないため削除 
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図表 5-7-2-3-1 医療施設従事医師数（小児科）の推移（千葉

県） 

図表 5-7-2-3-2 都道府県別医療施設従事医師数（令和２年 

小児科） 

図表 5-7-2-3-3 都道府県別医師偏在指標（小児科） 

 

図表 3-2-3-1-1 医療施設従事医師数（小児科）の推移（千葉

県）  

図表 3-2-3-1-2 都道府県別医療施設従事医師数（平成２８年 

小児科） 

図表 3-2-3-1-3 都道府県別医師偏在指標（小児科） 

図表 3-2-3-1-4 総合周産期母子医療センターにおける

NICU15 床当たり常勤新生児医療担当医師数 

 

 

 

 

 

 

 

更新データがないため削除 

(ｲ) 二次保健医療圏ごとの状況 

令和２年末現在、二次保健医療圏ごとの医療施設従事

医師数（小児科）は、最多の千葉保健医療圏で１８３人、

最少の安房保健医療圏で１４人となっています。医師偏

在指標（小児科）では、最大は千葉保健医療圏の１２５．

３（全国３０７小児医療圏中、多い順に第８１位）、最少

は君津保健医療圏の４５．９（同第３０３位）であり、

約２．７倍の差があります。 

 

図表 5-7-2-3-4 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び

医師偏在指標（小児科） 

 

（２）二次保健医療圏ごとの状況 

  平成２８年末現在、二次保健医療圏ごとの医療施設従

事医師数（小児科）は、最多の千葉保健医療圏で１６７

人、最少の安房保健医療圏で１７人となっています。医

師偏在指標（小児科）では、最大は安房保健医療圏の１

３０．１（全国３１１小児医療圏中、多い順に第３９位）、

最少は君津保健医療圏の５３．３（同第２９５位）であ

り、約２．４倍の差があります。 

 

図表 3-2-3-1-5 二次保健医療圏別医療施設従事医師数及び

医師偏在指標（小児科） 

 

時点更新 

 ２ 小児科標ぼう施設の地域偏在と年少人口の減少 

  小児科標ぼう施設数には、二次保健医療圏間で偏りがみ

られます。また、新規入院小児患者数の８４％以上は、７保

健医療圏の１７施設（調査に回答のあった小児科標ぼう有

床施設・１１８施設中の１４％）に入院しています。 

  小児科の専門医研修に係る基幹施設は、令和２年度現在、

小児医療提供体制の内容 

施策につながる内容でないので

削除 
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６つの二次保健医療圏に計１０施設であり、研修環境の整

っていない二次保健医療圏があります。 

  千葉県における年少人口は減少傾向にあり、この傾向は

今後も続くものの、減少率には地域差があると見込まれま

す。 

 

図表 3-2-3-2-1 二次保健医療圏別小児科標ぼう施設数（令和

元年） 

図表 3-2-3-2-2 二次保健医療圏別年少人口１０万対小児科

標ぼう施設数（令和元年） 

図表 3-2-3-2-3 月間新規小児入院患者数別小児科標ぼう有

床施設数（令和元年６月） 

図表 3-2-3-2-4 小児科領域に係る専門研修基幹施設（令和２

年度研修開始分） 

図表 3-2-3-2-5 千葉県内の小児医療体制 

図表 3-2-3-2-6 年少人口の推移（千葉県） 

図表 3-2-3-2-7 二次保健医療圏別年少人口の増減率 

 ３ 小児患者の受療動向 

  小児患者に係る二次保健医療圏内の受診率（患者の住所

地と同じ二次保健医療圏内の医療機関を受診する患者の割

合）や、救急搬送患者の圏域内搬送率（患者収容地と同じ二

次保健医療圏内の医療機関へ搬送された患者の割合）には、

地域差がみられます。山武長生夷隅保健医療圏においては、

隣接する香取海匝、安房、君津の各二次保健医療圏に所在す

る小児救急医療拠点病院が、山武長生夷隅保健医療圏内の

医療機関等と連携して小児二次救急患者を受け入れるな

ど、広域的な医療提供体制を整えることで対応が図られて

施策につながる内容でないので

削除 
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います。 

  救急搬送患者数に占める軽症患者の割合は、０歳から１

４歳の患者の場合、７０％と高くなっています。 

 

図表 3-2-3-3-1 小児患者に係る二次保健医療圏内受診率（平

成２９年度） 

図表 3-2-3-3-2 二次保健医療圏別救急搬送患者の圏域内搬

送率（平成２９年９～１０月） 

図表 3-2-3-3-3 救急搬送患者に占める軽症患者の割合（千葉

県・平成２９年９～１０月） 

 

３ 区域等と目標医師数、偏在対策基準医師数の設定 

(1) 区域等の設定 

  ガイドラインでは、医師偏在の状況等に応じた実効的な

医師確保対策を進められるよう、医師偏在指標を用いて医

師少数都道府県（医師少数区域）及び医師多数都道府県（医

師多数区域）を設定し、これらの区分に応じて具体的な医師

確保対策を実施することとされています。 

  区域等の設定に当たっては、国により、医師偏在指標の上

位３３．３％の都道府県が医師多数都道府県に、下位３３．

３％の都道府県が医師少数都道府県とされました。また、二

次医療圏単位では、医師偏在指標が２１７．７以上（上位３

３．３％に相当）である二次医療圏が医師多数区域に、を１

７９．３以下（下位３３．３％に相当）である二次医療圏が

医師少数区域に設定されました。 

  また、産科及び小児科については、産科医師又は小児科医

師が相対的に少なくない都道府県や二次保健医療圏におい

第３章 区域等と偏在対策基準医師数の設定 

第１節 区域等の設定 

  ガイドラインでは、医師偏在の状況等に応じた実効的な

医師確保対策を進められるよう、医師偏在指標を用いて医

師少数都道府県（医師少数区域）及び医師多数都道府県（医

師多数区域）を設定し、これらの区分に応じて具体的な医師

確保対策を実施することとされています。 

  区域等の設定に当たっては、国により、医師偏在指標の上

位３３．３％の都道府県が医師多数都道府県に、下位３３．

３％の都道府県が医師少数都道府県とされました。また、二

次医療圏単位では、医師偏在指標が１９８．９以上（上位３

３．３％に相当）である二次医療圏が医師多数区域に、１６

１．６以下（下位３３．３％に相当）である二次医療圏が医

師少数区域に設定されました。 

  また、産科及び小児科については、産科医師又は小児科医

師が相対的に少なくない都道府県や二次保健医療圏におい

ガイドラインに用語を合わせた 

【医師確保 GL 24ｐ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

ガイドラインから引用 
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ても、その労働環境を踏まえれば、医師が不足している可能

性があることから、医師偏在指標の下位３３．３％を相対的

医師少数都道府県（相対的医師少数区域）と設定するととも

に、医師多数都道府県（医師多数区域）は設けないこととさ

れています。 

  なお、相対的医師少数都道府県（相対的医師少数区域）に

ついては、画一的に医師の確保を図るべき都道府県（二次保

健医療圏）と考えるのではなく、当該都道府県（二次保健医

療圏）において産科医師又は小児科医師が少ないことを踏

まえ、周産期医療又は小児医療の提供体制の整備について

特に配慮が必要な都道府県（二次保健医療圏）として考える

ものとされています。 

 

ても、医師が不足している可能性があることから、医師偏在

指標の下位３３．３％を相対的医師少数都道府県（相対的医

師少数区域）と設定するとともに、医師多数都道府県（医師

多数区域）は設けないこととされています。 

   

なお、相対的医師少数都道府県（相対的医師少数区域）

については、画一的に医師の確保を図るべき都道府県（二

次保健医療圏）と考えるのではなく、当該都道府県（二次

保健医療圏）において産科医師又は小児科医師が少ないこ

とを踏まえ、周産期医療又は小児医療の提供体制の整備に

ついて特に配慮が必要な都道府県（二次保健医療圏）とし

て考えるものとされています。 

 

【医師確保 GL 40ｐ】 

 

ア 都道府県単位 

千葉県は、医師全体については、医師少数都道府県に、

産科及び小児科については、いずれも相対的医師少数都道

府県とされました。 

 

図表 5-7-3-1-1 千葉県における医師偏在指標と区分 

 

 イ 二次保健医療圏単位 

二次保健医療圏単位での区域の設定は、次のとおりとさ

れました。 

(ｱ) 医師全体 

 

図表 5-7-3-1-2 県内二次保健医療圏における医師偏在指標

と区分（医師全体） 

１ 都道府県単位 

  千葉県は、医師全体については、医師少数都道府県に、産

科及び小児科については、いずれも相対的医師少数都道府

県とされました。 

 

図表 3-3-1-1-1 千葉県における医師偏在指標と区分 

 

２ 二次保健医療圏単位 

  二次保健医療圏単位での区域の設定は、次のとおりとさ

れました。 

（１）医師全体 

 

図表 3-3-1-2-1 県内二次保健医療圏における医師偏在指標

と区分（医師全体） 

 

 

 

 

 

時点更新 
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  (ｲ) 分娩取扱医師 

 

図表 5-7-3-1-3 県内二次保健医療圏における医師偏在指標

と区分（産科） 

 

  (ｳ) 小児科医 

 

図表 5-7-3-1-3 県内二次保健医療圏における医師偏在指標

と区分（小児科） 

 

 

（２）産科医 

 

図表 3-3-1-2-2 県内二次保健医療圏における医師偏在指標

と区分（産科） 

 

（３）小児科医 

 

図表 3-3-1-2-3 県内二次保健医療圏における医師偏在指標

と区分（小児科） 

 

(2) 目標医師数（医師全体）及び偏在対策基準医師数（産

科・小児科）の設定 

 ア 千葉県における目標医師数（医師全体） 

都道府県ごと及び二次保健医療圏ごとに、計画期間終了

時点である令和８年度末において確保しておくべき医師の

総数を「目標医師数」として設定します。 

 

ガイドラインでは、医師少数都道府県の目標医師数は、

計画期間終了時の医師偏在指標が、計画期間開始時の全都

道府県の医師偏在指標について下位３３．３％に相当する

医師偏在指標に達するために必要な医師の総数と定義され

ています。 

この定義により算定した本計画の目標医師数は、１３，

９０５人であり、令和２年末時点の１２，９３５人から、

９７０人の増加が必要です。 

また、二次保健医療圏ごとの目標医師数は、その合計が

第２節 偏在対策基準医師数の設定 

 

１ 千葉県における偏在対策基準医師数 

  都道府県ごと及び二次保健医療圏ごとに、計画期間終了

時点である令和５年度末において確保しておくべき医師の

総数を設定する必要があります。本計画では、これを「偏在

対策基準医師数」と称します。 

  ガイドラインでは、医師少数都道府県における偏在対策

基準医師数は、「計画開始時の下位３３．３％の基準を脱す

るために要する具体的な医師の数」とされています。 

 

 

 

 

 

また、二次保健医療圏ごとの偏在対策基準医師数は、そ

ガイドラインに用語を合わせた 

【医師確保 GL 24ｐ】 

 

 

【医師確保 GL 8ｐ】 

 

 

 

【医師確保 GL 24ｐ】 

偏在対策基準医師数から、目標医

師数の説明に差し替え 

 

目標医師数について記載（構成を

変更） 
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県の目標医師数の範囲内に収まるように設定することとさ

れています。 

千葉県では、医師全体についての二次保健医療圏ごとの

目標医師数は、次の考え方に従って設定します。なお、９

つの二次保健医療圏の目標医師数の合計（１３，５６５人）

と千葉県全体の目標医師数（１３，９０５人）との差     

（３４０人）については、保健医療圏を特定せずに県全体

で確保に取り組みます。 

 

図表 5-7-3-2-1 二次保健医療圏における目標医師数設定の

考え方（千葉県） 

図表 5-7-3-2-2 二次保健医療圏別目標医師数（医師全体） 

図表 5-7-3-2-3 目標医師数（医師全体）設定の考え方（イメ

ージ） 

 

の合計が県の偏在対策基準医師数の範囲内に収まるように

設定することとされています。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

「目標医師数」という用語にした

ので、先に医師全体について記

載。 

 

 

 

イ 千葉県の産科・小児科における偏在対策基準医師数 

産科及び小児科については、相対的医師少数都道府県で

あるか否かに関わらず、計画開始時の下位３３．３％の基

準を脱するために要する具体的な医師の数を産科・小児科

における偏在対策基準医師数として設定することとされて

います。これは、機械的に算出される数値であることから、

医師全体の目標医師数と異なり、確保すべき医師数の目標

ではないことに留意が必要です。 

 

図表 5-7-3-2-4 千葉県の産科・小児科における偏在対策基

準医師数 

図表 5-7-3-2-5 二次保健医療圏別の産科・小児科における

 

なお、産科及び小児科については、相対的医師少数都道府

県であるか否かに関わらず、計画開始時の下位３３．３％の

基準を脱するために要する具体的な医師の数を設定すること

とされています。これは、機械的に算出される数値であるこ

とから、医師全体の偏在対策基準医師数と異なり、確保すべ

き医師数の目標ではないことに留意が必要です。 

 

 

図表 3-3-2-1-1 千葉県の偏在対策基準医師数 

 

構成を変更 
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偏在対策基準医師数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 各二次保健医療圏における偏在対策基準医師数 

  医師全体についての二次保健医療圏ごとの偏在対策基準

医師数は、次の考え方に従って設定します。なお、９つの二

次保健医療圏の偏在対策基準医師数の合計（１２，５１５

人）と千葉県全体の偏在対策基準医師数（１３，１４６人）

との差（６３１人）については、保健医療圏を特定せずに県

全体で確保に取り組みます。 

 

図表 3-3-2-2-1 二次保健医療圏における偏在対策基準医師

数設定の考え方（千葉県） 

 

  なお、ガイドラインでは、産科及び小児科に係る偏在対策

基準医師数について、相対的医師少数区域であるか否かに

関わらず、計画開始時の下位３３．３％の基準を脱するため

に要する具体的な医師の数を設定することとされていま

す。これは、機械的に算出される数値であることから、医師

全体の偏在対策基準医師数と異なり、確保すべき医師数の

目標ではないことに留意が必要です。 

 

図表 3-3-2-2-2 二次保健医療圏別偏在対策基準医師数（医師

全体） 

図表 3-3-2-2-3 偏在対策基準医師数（医師全体）設定の考え

方（イメージ） 

構成を変更 

ア千葉県における目標医師数（医

師全体）に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成を変更し、産科、小児科の全

県と二次医療圏を同じ項目に入

れたので、削除 
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図表 3-3-2-2-4 二次保健医療圏別偏在対策基準医師数（産

科、小児科） 

 

ウ 将来時点において確保が必要な医師数 

厚生労働省の推計によれば、千葉県における令和１８年

時点で確保が必要な医師数（医師全体）は、令和２年時点

の医師数（１２，９３５人）よりも３，９３７人多い    

１６，８７２人とされており、本計画期間終了後も、引き

続き、長期的な医師確保対策を推進していく必要がありま

す。 

 

図表 5-7-3-2-6 令和１８年時点における確保が必要な医師

数の見込み 

 

３ 将来時点において確保が必要な医師数 

  厚生労働省の推計によれば、千葉県における令和１８年

時点で確保が必要な医師数（医師全体）は、平成２８年時点

の医師数よりも４，４８７人多い１６，３３０人とされてお

り、本計画期間終了後も、引き続き、長期的な医師確保対策

を推進していく必要があります。 

 

 

図表 3-3-2-3-1 令和１８年時点における確保が必要な医師

数の見込み  

 

 

時点更新 

 

４ 千葉県における医師の確保の方針と施策展開の方向性 

（1）医師（全体） 

 ア 医師の確保の方針 

医学部臨時定員増の活用や県内大学医学部との連携等に

より地域医療に従事する医師の養成・確保を推進し、また、

医師多数区域等における魅力的な研修環境を生かして県内

外から研修医等を確保し、県内医師少数区域等への医師派

遣を促進する等して、県内での医師数の増加を図ります。 

また、効率的な医療提供体制に配意しながら、県内医療

機関における医師の働き方改革を推進し、令和６年度から

適用される医師の時間外労働時間の上限規制に適切に対応

しつつ、地域医療を支える医療機関が必要な医療を提供し

第４章 千葉県における医師の確保の方針と施策 

第１節 医師（全体） 

１ 医師の確保の方針 

  医学部臨時定員増の活用や県内大学医学部との連携等に

より地域医療に従事する医師の養成・確保を推進し、また、

医師多数区域等における魅力的な研修環境を生かして県内

外から研修医等を確保し、県内医師少数区域等への医師派

遣を促進する等して、県内での医師数の増加を図ります。 

  また、令和６年度から医師に対する時間外労働時間の上

限規制の適用が開始されることから、効率的な医療提供体

制に配意しながら、県内医療機関における医師の働き方改

革を推進し、この規制の下であっても地域医療を支える医

 

 

 

 

 

 

 

 

時点更新 
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続けられるよう支援するとともに、子育て医師等の支援な

ど、医療機関における就労環境の改善を図ることで医師の

県内定着を促進します。 

さらに、県民に対し、上手な医療のかかり方への理解を

促進することで、受療行動の適正化につなげ、もって医療 

現場への負担軽減を図ります。 

以上を総合的に行うことで、県内の医療需要に対応して

いきます。 

 

療機関が必要な医療を提供し続けられるよう支援するとと

もに、医療機関における就労環境の改善を図ることで医師

の県内定着を促進します。 

  さらに、県民に対し、上手な医療のかかり方への理解を促

進することで、受療行動の適正化につなげ、もって医療現場

への負担軽減を図ります。 

  以上を総合的に行うことで、県内の医療需要に対応して

いきます。 

 

子育て支援に関する記載を追加 

【医師確保 GL 32ｐ】 

 

４ 千葉県における医師の確保の方針と施策展開の方向性 

（1）医師（全体） 

 ア 医師の確保の方針 

医学部臨時定員増の活用や県内大学医学部との連携等に

より地域医療に従事する医師の養成・確保を推進し、また、

医師多数区域等における魅力的な研修環境を生かして県内

外から研修医等を確保し、県内医師少数区域等への医師派

遣を促進する等して、県内での医師数の増加を図ります。 

また、効率的な医療提供体制に配意しながら、県内医療

機関における医師の働き方改革を推進し、令和６年度から

適用される医師の時間外労働時間の上限規制に適切に対応

しつつ、地域医療を支える医療機関が必要な医療を提供し

続けられるよう支援するとともに、子育て医師等の支援な

ど、医療機関における就労環境の改善を図ることで医師の

県内定着を促進します。 

さらに、県民に対し、上手な医療のかかり方への理解を

促進することで、受療行動の適正化につなげ、もって医療 

現場への負担軽減を図ります。 

以上を総合的に行うことで、県内の医療需要に対応して

いきます。 

 

第４章 千葉県における医師の確保の方針と施策 

第１節 医師（全体） 

１ 医師の確保の方針 

  医学部臨時定員増の活用や県内大学医学部との連携等に

より地域医療に従事する医師の養成・確保を推進し、また、

医師多数区域等における魅力的な研修環境を生かして県内

外から研修医等を確保し、県内医師少数区域等への医師派

遣を促進する等して、県内での医師数の増加を図ります。 

  また、令和６年度から医師に対する時間外労働時間の上

限規制の適用が開始されることから、効率的な医療提供体

制に配意しながら、県内医療機関における医師の働き方改

革を推進し、この規制の下であっても地域医療を支える医

療機関が必要な医療を提供し続けられるよう支援するとと

もに、医療機関における就労環境の改善を図ることで医師

の県内定着を促進します。 

  さらに、県民に対し、上手な医療のかかり方への理解を促

進することで、受療行動の適正化につなげ、もって医療現場

への負担軽減を図ります。 

  以上を総合的に行うことで、県内の医療需要に対応して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

子育て支援に関する記載を追加 

【医師確保 GL 32ｐ】 
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イ 医師の確保に関する施策展開の方向性 

  (ｱ)医師数の増加 

 〔県内関係者と連携した取組の推進〕 

○ 県は、県内医療関係者と連携して地域医療支援セン

ターの強化を図り、医師のキャリア形成支援と一体的

に地域の医療機関の医師確保を支援する事業（地域医

療支援センター事業等）を実施します。 

○ 医療法上の地域医療対策協議会でもある千葉県医療

審議会医療対策部会や、臨床研修病院等で構成する「医

師臨床研修制度等連絡協議会」において、医師の効果的

な確保・配置対策を検討します。 

○ 医師確保対策については、国の制度によるところが

大きいことから、県は、あらゆる機会をとらえて効果的

な対策を講じるよう国に働きかけを行っていきます。 

〔地域医療に従事する医師の養成・確保〕 

○ 県は、自治医科大学に学生を送り、地域医療に従事す

る医師の養成・確保を図ります。 

  令和５年度在学生         １５名 

  令和６年度入学定員（千葉県分）   ○名 

○ 県内に医学部を設置する大学は、地域医療の実情に

配慮して、地域医療に関する教育の充実や県内医療機

関への医師の就労促進等、地域医療への支援を行うよ

う努めます。 

○ 県と県内外の関係大学は、連携して医学部入学定員

数を臨時的に増員します。関係大学は、一般の入試とは

別枠で地域医療に意欲のある学生を対象とした入学者

選抜を行い、入学後も、地域医療に関する教育を行うな

ど、卒業後、千葉県内の地域医療への従事が促進される

よう取り組みます。また、県は、当該学生やその他の地

域医療に意欲のある学生を対象に、県内での一定期間

の就業を条件に返還が免除される修学資金の貸付けを

行うことで、千葉県で地域医療に従事する医師の増加

を図ります。 

  県内大学医学部における恒久的な入学定員 

２ 医師の確保に関する施策 

（１）医師数の増加 

〔県内関係者と連携した取組の推進〕 

  ○ 県は、県内医療関係者と連携して地域医療支援セン

ターの強化を 図り、医師のキャリア形成支援と一体

的に地域の医療機関の医師確保を支援する事業（地域

医療支援センター事業等）を実施します。 

  ○ 医療法上の地域医療対策協議会でもある千葉県医療

審議会医療対策部会や、臨床研修病院等で構成する「医

師臨床研修制度等連絡協議会」において、医師の効果的

な確保・配置対策を検討します。 

  ○ 医師確保対策については、国の制度によるところが

大きいことから、県は、あらゆる機会をとらえて効果的

な対策を講じるよう国に働きかけを行っていきます。 

〔地域医療に従事する医師の養成・確保〕 

  ○ 県は、自治医科大学に学生を送り、地域医療に従事す

る医師の養成・確保を図ります。 

    令和元年度在学生        １５名 

    令和２年度入学定員（千葉県分）  ３名 

  ○ 県内に医学部を設置する大学は、地域医療の実情に

配慮して、地域医療に関する教育の充実や県内医療機

関への医師の就労促進等、地域医療への支援を行うよ

う努めます。 

  ○ 県と県内外の関係大学は、連携して医学部入学定員

数を臨時的に増員します。関係大学は、一般の入試とは

別枠で地域医療に意欲のある学生を対象とした入学者

選抜を行い、入学後も、地域医療に関する教育を行うな

ど、卒業後、千葉県内の地域医療への従事が促進される

よう取り組みます。また、県は、当該学生やその他の地

域医療に意欲のある学生を対象に、県内での一定期間

の就業を条件に返還が免除される修学資金の貸付けを

行うことで、千葉県で地域医療に従事する医師の増加

を図ります。 

    県内大学医学部における恒久的な入学定員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点更新 
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        ２４０名 

  臨時的な入学定員 

（千葉県地域枠分・県外大学分を含む） 

 ３４名（令和６年度） 

                   ２４０名 

    臨時的な入学定員 

（千葉県地域枠分・県外大学分を含む） 

 ３４名（令和２年度） 

○ 県は、修学資金受給者に対して、医師の確保を特に図

るべき区域等（※）での一定期間の勤務を義務付けるこ

と等により、積極的に医師少数区域等における医師数

の増加を図ります。なお、特に医療提供体制の強化・充

実を目指すこととされている周産期や救急医療分野

（産科、新生児科、救急科）を目指す修学資金受給者に

対しては、県と関係医療機関とが連携し、キャリア形成

についての配慮を行う等して、その確保を図ります。派

遣対象となる医療機関については、キャリア形成プロ

グラムにおいて特定することとし、具体的な派遣先に

ついては、医療法の規定に基づき地域医療対策協議会

での協議を経て指定します。派遣対象となる医療機関

は、研修環境や就労環境を整えるなど、修学資金受給者

にとって魅力的な就業先となるよう努めます。なお、キ

ャリア形成プログラムについては、必要に応じて、特に

医師が不足している診療領域の医師確保に資するよ

う、随時見直しを検討します。 

  ※医師の確保を特に図るべき区域等 

   医師少数区域（山武長生夷隅保健医療圏、君津医

療圏）並びに地域医療の確保及び修学資金 受給者

のキャリア形成支援の観点から医師の派遣が必要

と認められる保健医療圏（東葛南部、東葛北部、印

旛、香取海匝、安房、市原保健医療圏） 

○ 県は、県内の専門研修基幹施設等と連携し、修学資金

受給者が、地域医療への従事と自らの希望するキャリ

ア形成とを両立できるよう支援します。派遣先となる

医療機関は、医師のキャリア形成に関する知見を得る

ため、また、修学資金受給者の派遣と大学医局等からの

  ○ 県は、修学資金受給者に対して、医師の確保を特に図

るべき区域等（※）での一定期間の勤務を義務付けるこ

と等により、積極的に医師少数区域等における医師数

の増加を図ります。 

 

 

 

 

派遣対象となる医療機関については、キャリア形成プ

ログラムにおいて特定することとし、具体的な派遣先

については、医療法の規定に基づき地域医療対策協議

会での協議を経て指定します。派遣対象となる医療機

関は、研修環境や就労環境を整えるなど、修学資金受

給者にとって魅力的な就業先となるよう努めます。な

お、キャリア形成プログラムについては、必要に応じ

て、特に医師が不足している診療領域の医師確保に資

するよう、随時見直しを検討します。 

 

※医師の確保を特に図るべき区域等 

    医師少数区域（山武長生夷隅保健医療圏）並びに地域

医療の確保及び修学資金 受給者のキャリア形成支援

の観点から医師の派遣が必要と認められる保健医療圏

（東葛南部、東葛北部、印旛、香取海匝、安房、君津、

市原保健医療圏） 

  ○ 県は、県内の専門研修基幹施設等と連携し、修学資金

受給者が、地域医療への従事と自らの希望するキャリ

ア形成とを両立できるよう支援します。派遣先となる

医療機関は、医師のキャリア形成に関する知見を得る

ため、また、修学資金受給者の派遣と大学医局等からの

 

 

 

修学資金制度の就業先に関する

記載であり、政策医療分野プログ

ラムに関することもまとめて記

載すべきなので、記載箇所を、次

の○からここに変更。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

君津医療圏を医師少数区域に変

更。 
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資料６ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

医師の派遣とが効果的なものとなるよう、大学（医学

部・附属病院）やキャリア形成支援を行う専門研修基幹

施設等と充分連携します。キャリア形成支援を行う専

門研修基幹施設等は、修学資金受給者の地域医療への

従事とキャリア形成との両立を継続的に支援します。 

このような取り組みをより効果的に行うため、県に医

師キャリアコーディネータを配置し、修学資金受給者

や医療機関からの相談に丁寧に対応します。 

 

医師の派遣とが効果的なものとなるよう、大学（医学

部・附属病院）やキャリア形成支援を行う専門研修基幹

施設等と充分連携します。キャリア形成支援を行う専

門研修基幹施設等は、修学資金受給者の地域医療への

従事とキャリア形成との両立を継続的に支援します。 

    

 

 

 なお、特に医療提供体制の強化・充実を目指すこと

とされている周産期や救急医療分野（産科、新生児科、

救急科）を目指す修学資金受給者に対しては、県と関

係医療機関とが連携し、キャリア形成についての配慮

を行う等して、その確保を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

キャリアコーディネータに関す

る記載を追加。 

 

記載箇所を前の○に変更 

○ 県は関係大学と連携し、自治医科大学生や修学資金

受給者を対象に、「キャリア形成卒前支援プラン」とし

て、医学部在学中から県内の地域医療の実情を学習す

る機会や県内で活躍する先輩医師と交流する機会を設

け、今後、地域医療に従事する医師としての責任と役割

の自覚をかん養します。また、自治医科大学生や修学資

金受給者は、医学部在学中から、積極的に地域医療につ

いての学習を深めるよう努めます。 

○ 県は、医師の確保を特に図るべき区域等の医療機関

へ医師派遣を行う医療機関を対象に支援を行うこと

で、修学資金受給医師の受入体制の強化を含め当該地

域の医師の確保を図ります。 

○ 医師少数区域で一定期間（6か月以上）勤務し、国か

ら認定された医師（認定医師）が勤務を継続できるよう

経済的支援を行います。 

〔研修環境の充実等による若手医師の確保〕 

○ 県や県内の医療関係団体、大学、臨床研修病院等は協

働し、県内で臨床研修・専門研修を受ける医師の確保

や、修了後の県内就業を促進するための取組、県内医療

  ○ 県は関係大学と連携し、自治医科大学生や修学資金

受給者を対象に、医学部在学中から県内の地域医療の

実情を学習する機会を設け、今後、地域医療に従事する

医師としての責任と役割の自覚をかん養します。また、

自治医科大学生や修学資金受給者は、医学部在学中か

ら、積極的に地域医療についての学習を深めるよう努

めます。 

   

○ 県は、医師の確保を特に図るべき区域等の医療機関

へ医師派遣を行う医療機関を対象に支援を行うこと

で、修学資金受給医師の受入体制の強化を含め当該地

域の医師の確保を図ります。 

 

 

〔研修環境の充実等による若手医師の確保〕 

  ○ 県や県内の医療関係団体、大学、臨床研修病院等は協

働し、県内で臨床研修・専門研修を受ける医師の確保

や、修了後の県内就業を促進するための取組、県内医療

従事者への医療技術研修の提供や情報発信等を推進し

 

R5 に開始したキャリア形成卒前

支援プランを追記 

 

R5 に開始したキャリアサポータ

との座談会について、「先輩医師

と交流」として追記。 

 

 

 

 

 

R５に開始した認定医師への補助

事業を追記。 
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資料６ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

従事者への医療技術研修の提供や情報発信等を推進し

ます。県は、その協働の場として、地域医療介護総合確

保基金を活用して「千葉県医師キャリアアップ・就職支

援センター」を設置・運営します。 

○ 臨床研修制度については、令和２年度から臨床研修

病院の指定や定員設定の権限が都道府県へ移譲されて

います。県・県内に医学部を設置する大学・臨床研修病

院等は連携し、県内における研修の質の担保に取り組

むとともに、県は、移譲された権限を活用することで臨

床研修医の確保・定着につなげ、医師の確保を図りま

す。 

○ 専門医制度の運用により、必要な診療分野の医師が

県内で養成・確保されるよう、また、県内の医師の地域

偏在及び診療科偏在が助長されるなど、地域医療に支

障が生ずることのないよう、県は、県内の医療関係団体

や大学、基幹施設、市町村等と、地域医療対策協議会に

おいて必要な情報共有や専門研修プログラムについて

の確認、協議を行います。 

○ 県は、千葉大学医学部に寄附講座を設置し、地域で診

療する能力につながる多彩な講義や実習を行うととも

に、地域医療を担う医療機関で若手医師や医学部生を

指導する医師に対し、指導力を向上させるための教育

を行います。  

○ 県は、県内医療機関、関係団体等と連携し、将来的に

医療需要の減少が見込まれる地域にあっても、限られ

た医療人材で幅広い疾患に対応できるよう、総合診療

科の専門研修基幹施設による連携を推進するなど、総

合診療医をはじめとして地域医療に必要な、幅広い疾

患を包括的・協調的・継続的に診療できる能力を持った

医師の養成・確保に努めます。 

 

ます。県は、その協働の場として、地域医療介護総合確

保基金を活用して「千葉県医師キャリアアップ・就職支

援センター」を設置・運営します。 

 

  ○ 臨床研修制度については、令和２年度に臨床研修病

院の指定や定員設定の権限が都道府県へ移譲されま

す。県・県内に医学部を設置する大学・臨床研修病院等

は連携し、県内における研修の質の担保に取り組むと

ともに、県は、移譲された権限を活用することで臨床研

修医の確保・定着につなげ、医師の確保を図ります。 

   

○ 専門医制度の運用により、必要な診療分野の医師が県

内で養成・確保されるよう、また、県内の医師の地域

偏在及び診療科偏在が助長されるなど、地域医療に支

障が生ずることのないよう、県は、県内の医療関係団

体や大学、基幹施設、市町村等と、地域医療対策協議

会において必要な情報共有や専門研修プログラムにつ

いての確認、協議を行います。 

 

 

 

 

 

  ○ 県は、県内医療機関、関係団体等と連携し、将来的に

医療需要の減少が見込まれる地域にあっても、限られ

た医療人材で幅広い疾患に対応できるよう、総合診療

専門医をはじめとした総合的・継続的・全人的に診療す

る視点を持った医師の養成・確保に取り組みます。 

 

 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R4 に開始した寄附講座を追記。 

 

 

 

 

 

 

R4 に開始した総合診療医の確保

に向けた取組を追記、説明につい

ては学会のリーフレット等を参

考に修正。 
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資料６ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

  (ｲ)医師の働き方改革の推進 

 〔就労環境の向上と復職支援〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 医療機関は、妊娠中の医師や、性別を問わず、子育て、

介護を行う医師に対して仕事と両立できる働きやすい職

場づくり等、就労環境の改善に取り組みます。県は、こ

うした取組について医師にわかりやすく周知したり、医

療機関への支援を行います。 

 

 

○ 医療機関は、分娩を取り扱う医師や新生児医療担当医

等の処遇改善に取り組むよう努めます。県は、こうした

取組を行う医療機関へ支援を行います。 

 

○ 県は、医師キャリアアップ・就職支援センターにお

いて、いったん離職した医師の職場復帰に向けた再就

業のあっせんや復職研修の実施を通し、その復職を支

援します。 

〔タスク・シフト／シェア等の推進と医師の時間外労働

規制に関する対応〕 

○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医

療機関の役割分担の明確化や、地域における効率的な

医療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取

組を進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に

集中しがちな負担を軽減するよう努めます。 

（２）医師の働き方改革の推進 

〔就労環境の向上と復職支援〕 

  ○ 各医療機関は、医師に対する時間外労働時間の上限

規制の適用が開始される令和６年度までに、医師の労

働時間管理の適正化や労働時間短縮に向けた取組な

ど、一定の環境整備を進める必要があります。県は、労

働局等の関係機関とも連携しつつ、こうした県内医療

機関の取組を支援します。周産期や救急医療分野等、特

に医師確保の厳しい診療科や２４時間の応需体制が求

められる診療分野、又、地域において拠点的な役割を果

たす医療機関等については、特にその取組を推進しま

す。 

  ○ 医療機関は、育児と仕事を両立できる働きやすい職

場づくり等の就労環境の改善や、 

 

 

 

 

 

分娩を取り扱う医師や新生児医療担当医等の処遇

改善に取り組むよう努めます。県は、こうした取組を

行う医療機関へ支援を行います。 

   

○ 県は、医師キャリアアップ・就職支援センターにお

いて、いったん離職した医師の職場復帰に向けた再就

業のあっせんや復職研修の実施を通し、その復職を支

援します。 

〔タスク・シフティング、タスク・シェアリング等の推進〕 

  

 ○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医療機

関の役割分担の明確化や、地域における効率的な医療

提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取組を

進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に集中

しがちな負担を軽減するよう努めます。 

 

 

令和６年度が到来するので、記載

箇所を移動。内容も変更。 

 

波線部分は、記載箇所を移動。 

 

 

 

 

 

 

妊婦と介護を追加。性別を問わな

いことを追加。 

具体的な取組は今後検討。 

「分かりやすく周知」を追加。具

体的な取組は、県の研修ガイドブ

ックの内容に含めることを検討。 

 

文章が長くなったので、わかりや

すくするため、処遇改善（手当の

支給）については、別の○とした。

（内容は変更なし） 

 

 

 

 

国の表記に合わせて修正。 
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資料６ 

新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

○ 県内医療機関は、チーム医療やタスク・シフト／シ

ェアの推進に努めます。県は、医師の労働時間短縮等に

関する指針も踏まえ、労働局等の関係機関とも連携し

つつ、医療従事作業補助者の確保や、タスク・シフト／

シェアの推進等による医師に対する負担の集中の軽減

等、勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤

務環境の整備に向けた取組が進むよう、県内医療機関

の取組を支援します。 

 

周産期や救急医療分野等、特に医師確保の厳しい診療科

や２４時間の応需体制が求められる診療分野、又、地域

において拠点的な役割を果たす医療機関等については、

特にその取組を推進します。 

○ 医師の時間外労働の上限規制の水準について、地域医

療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高

い上限時間を適応する指定を受けた医療機関について、

時短計画や健康確保措置の適切な実施のため、必要に応

じて勤務環境改善センター等による支援を行います。ま

た、今後、新たに適応を希望する医療機関があった場合

は、円滑に指定申請ができるよう、支援します。 

 

  ○ 県内医療機関は、チーム医療やタスク・シフティン

グ、タスク・シェアリングの推進に努めます。 

 

 

 

 

県は、その推進を医療機関へ積極的に働きかけると

ともに、その方策について迅速に検討を進めます。 

 

国の表記に合わせて修正 

時間外労働規制が適用されるの

で、指針を踏まえることを追記。

波線部分は、記載箇所を前から移

動。 

時短の具体的な手法を例示（国資

料から引用） 

タスクシフトの方策は国が示し

たので削除。 

時間外労働規制に関して、記載箇

所を前から移動。 

 

 

 

特例指定に関する記載を追加。 

(ｳ)上手な医療のかかり方への県民の理解促進 

○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じ

た情報発信等により、県民に対するかかりつけ医の定着

に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を促

します。県民は、医療を適切に受けるよう努めます。 

○ 県及び県内医療関係者は、入院医療では、患者の状

態に応じて必要な機能を持った医療機関へ転院したり、

入院する病棟を変えたりする場合があることについて、

県民の理解を促します。 

○ ホームページを活用した医療機関に関する情報の提

供については、令和６年度から国による全国統一のシス

テムが運用されることから、県は、その周知啓発を行い、

県民が適切な最新の情報を得られるように努めます。 

（３）上手な医療のかかり方への県民の理解促進 

  ○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた

情報発信等により、県民に対するかかりつけ医の定着

に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を

促します。県民は、医療を適切に受けるよう努めます。 

  ○ 県及び県内医療関係者は、入院医療では、患者の状態

に応じて必要な機能を持った医療機関へ転院したり、

入院する病棟を変えたりする場合があることについ

て、県民の理解を促します。 

  ○ 県は、「千葉県医療情報提供システム」（ちば医療な

び）を、より県民が使いやすいものに改善するととも

に、常に最新の情報を提供できるような運用に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ちば医療なびが全国統一システ

ムになることを踏まえた修正。 
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○ 県は、ちば救急医療ネット等 を通じて、県民に対し、

検索機能による医療機関情報や、在宅当番医療機関、夜

間等の急病診療所情報等の提供を行います。 

 

○ 県、市町村及び県内医療関係者は、救急医療体制の

仕組み及び救急車や救急医療の適正利用について、普及

啓発に取り組みます。 

○ 県は、県民の不安解消による夜間・休日の不要不急

の受診の減少及びその結果による救急医療に係る医療

従事者の負担軽減を目的として、県民に対し、病状の緊

急性や救急医療機関の受診の要否、応急処置の方法等に

ついて、電話による医療的観点からの助言を行う救急安

心電話相談事業の充実・強化を図ります。 

○ 県は、保護者等の不安の解消や救急医療機関への患

者集中を緩和するため、夜間に小児患者の保護者等から

の電話相談に対し、看護師や小児科医が適切な助言を行

う小児救急電話相談事業の充実・強化を図ります。 

○ 県は、県内関係団体と連携し、保護者向け講習会の

実施やガイドブックの配布などを通じて、子どもの急病

や事故時の対応に関する知識について普及啓発を図り

ます。 

  ○ 県は、ちば医療なびやちば救急医療ネットを通じて、

県民に対し、検索機能による医療機関情報や、在宅当番

医療機関、夜間等の急病診療所情報等の提供を行いま

す。 

  ○ 県、市町村及び県内医療関係者は、救急医療体制の仕

組み及び救急車や救急医療の適正利用について、普及

啓発に取り組みます。 

  ○ 県は、県民の不安解消による夜間・休日の不要不急の

受診の減少及びその結果による救急医療に係る医療従

事者の負担軽減を目的として、県民に対し、病状の緊急

性や救急医療機関の受診の要否、応急処置の方法等に

ついて、電話による医療的観点からの助言を行う救急

安心電話相談事業の充実・強化を図ります。 

  ○ 県は、保護者等の不安の解消や救急医療機関への患

者集中を緩和するため、夜間に小児患者の保護者等か

らの電話相談に対し、看護師や小児科医が適切な助言

を行う小児救急電話相談事業の充実・強化を図ります。 

  ○ 県は、県内関係団体と連携し、保護者向け講習会の実

施やガイドブックの配布などを通じて、子どもの急病

や事故時の対応に関する知識について普及啓発を図り

ます。 

 

ちば医療なびが全国統一システ

ムになることを踏まえた修正。 

（2）産科 

 ア 医師の確保の方針 

医療機関間の役割分担と連携を広域的に促進するととも

に、効率的な医療提供体制に配意しながら、産科に係る研

修環境の向上、産科医を目指す学生や若手医師のキャリア

形成支援等を行うことで、産科医の養成・確保を図りつつ、

その処遇改善や働き方改革への対応等を進めることで県内

定着の促進を図り、県内の産科医師数の増加を目指します。 

あわせて、上手な医療のかかり方への県民の理解を促進

します。 

以上を総合的に行うことで、県内の産科医療の需要に対

応していきます。 

第２節 産科 

１ 医師の確保の方針 

  医療機関間の役割分担と連携を広域的に促進するととも

に、効率的な医療提供体制に配意しながら、産科に係る研修

環境の向上、産科医を目指す学生や若手医師のキャリア形

成支援等を行うことで、産科医の養成・確保を図りつつ、そ

の処遇改善や働き方改革への対応等を進めることで県内定

着の促進を図り、県内の産科医師数の増加を目指します。 

  併せて、上手な医療のかかり方への県民の理解を促進し

ます。 

  以上を総合的に行うことで、県内の産科医療の需要に対

応していきます。 
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 イ 医師の確保に関する施策展開の方向性 

  (ｱ)効率的な医療提供体制の確立 

  ○ 県は、県内医療機関と連携し、周産期母子医療センタ

ーの整備や運営を支援するとともに、母体搬送ネット

ワーク連携病院を含め母体搬送コーディネート業務の

実施や、「妊産婦入院調整業務支援システム」を活用す

るなど、医療圏内の連携体制や医療圏を越えた医療提

供体制の強化を推進し、限られた産科医や医療資源で

あっても、効率的で質の高い周産期医療が提供される

体制の確保を図ります。 

○ 特に相対的医師少数区域である東葛北部保健医療

圏などにおいて、ハイリスク分娩等により迅速かつ適

切に対応できるよう、圏域を越えた搬送体制について

整備を進めます。 

○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医

療機関の役割分担の明確化や、地域における効率的な

医療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取

組を進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に

集中しがちな負担を軽減するよう努めます。 

○ 県内医療機関は、相互に連携し、妊婦診療が円滑に

行えるよう努めることで産科医に集中しがちな負担

の軽減を図ります。県は、必要な情報提供を行うなど

支援します。 

 

２ 医師の確保に関する施策 

（１）効率的な医療提供体制の確立 

  ○ 県は、県内医療機関と連携し、周産期母子医療センタ

ーの整備や運営を支援するとともに、母体搬送ネット

ワーク連携病院を含め母体搬送コーディネート業務を

実施するなど、医療圏内の連携体制や医療圏を越えた

医療提供体制の強化を推進し、限られた産科医や医療

資源であっても、効率的で質の高い周産期医療が提供

される体制の確保を図ります。 

   

○ 特に相対的医師少数区域である東葛北部保健医療圏

などにおいて、ハイリスク分娩等により迅速かつ適切

に対応できるよう、圏域を越えた搬送体制についても

検討を進めます。 

  ○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医療

機関の役割分担の明確化や、地域における効率的な医

療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取組

を進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に集

中しがちな負担を軽減するよう努めます。 

  ○ 県内医療機関は、相互に連携し、妊婦診療が円滑に行

えるよう努めることで産科医に集中しがちな負担の軽

減を図ります。県は、必要な情報提供を行うなど支援し

ます。 

 

 

 

 

 

 

システムが導入されたので追記 

 

 

 

 

東京都との協定ができたので、検

討から整備に変更。 

相対的医師少数区域は香取海匝

が追加されるが、東京都との協定

にはあまり関係がないため、ここ

では追記しない。 

  (ｲ)産科医の増加 

○ 県は、医学生に対する修学資金の貸付けを行い、将

来、地域医療に従事する医師の確保を図ります。特に、

産科医を目指す修学資金受給者に対しては修学資金

貸付額を上乗せすることで、産科医の積極的な確保を

図ります。 

○ 特に医療提供体制の強化・充実を目指すこととされ

ている周産期や救急医療分野（産科、新生児科、救急

（２）産科医の増加 

  ○ 県は、医学生に対する修学資金の貸付けを行い、将

来、地域医療に従事する医師の確保を図ります。特に、

産科医を目指す修学資金受給者に対しては修学資金貸

付額を上乗せすることで、産科医の積極的な確保を図

ります。 

  ○ 特に医療提供体制の強化・充実を目指すこととされ

ている周産期や救急医療分野（産科、新生児科、救急科）
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科）を目指す修学資金受給者に対しては、県と関係医

療機関とが連携し、キャリア形成についての配慮を行

う等して、その確保を図ります。 

○ 県は、県内医療機関等と連携し、医学生や若手医師

等を対象に周産期医療や新生児医療等に関する研修

や病院説明会等を開催し、産科を志望する医師の確保

やスキルアップの支援に取り組みます。 

 

を目指す修学資金受給者に対しては、県と関係医療機

関とが連携し、キャリア形成についての配慮を行う等

して、その確保を図ります。 

  ○ 県は、県内医療機関等と連携し、医学生や若手医師等

を対象に周産期医療や新生児医療等に関する研修や病

院説明会等を開催し、産科を志望する医師の確保やス

キルアップの支援に取り組みます。 

 

  (ｳ)医師の働き方改革の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 医療機関は、妊娠中の医師や、性別を問わず、子育て、

介護を行う医師に対して仕事と両立できる働きやすい

職場づくり等、就労環境の改善に取り組みます。県は、

こうした取組について医師にわかりやすく周知した

り、医療機関への支援を行います。 

○ 医療機関は、分娩を取り扱う医師や新生児医療担当

医等の処遇改善に取り組むよう努めます。県は、こうし

た取組を行う医療機関へ支援を行います。 

○ 県内医療機関は、チーム医療やタスク・シフト／シェ

アの推進に努めます。県は、医師の労働時間短縮等に関

する指針も踏まえ、労働局等の関係機関とも連携しつ

つ、医療従事作業補助者の確保や、タスク・シフト／シ

ェアの推進等による医師に対する負担の集中の軽減

等、勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤

（３）医師の働き方改革の推進 

  ○ 各医療機関は、医師に対する時間外労働時間の上限

規制の適用が開始される令和６年度までに、医師の労

働時間管理の適正化や労働時間短縮に向けた取組な

ど、一定の環境整備を進める必要があります。県は、労

働局等の関係機関とも連携しつつ、こうした県内医療

機関の取組を支援します。周産期や救急医療分野等、特

に医師確保の厳しい診療科や２４時間の応需体制が求

められる診療分野、又、地域において拠点的な役割を果

たす医療機関等については、特にその取組を推進しま

す。 

  ○ 医療機関は、育児と仕事を両立できる働きやすい職

場づくり等の就労環境の改善や、 

 

 

 

分娩を取り扱う医師や新生児医療担当医等の処遇

改善に取り組むよう努めます。県は、こうした取組を

行う医療機関へ支援を行います。 

   

 

 

 

○ 医療機関は、チーム医療やタスク・シフティング、

タスク・シェアリングの推進に努めます。県は、その

推進を医療機関へ積極的に働きかけるとともに、その

 

医師全体と同様に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師全体と同様に修正 
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務環境の整備に向けた取組が進むよう、県内医療機関

の取組を支援します。 

○ 施設間での役割分担や、医師及び助産師の役割分担

に応じた取組を促進するため、院内助産所や助産師外

来、オープンシステム・セミオープンシステム等の導入

について、設置のニーズや医療機関及び地域の実情等

に応じて整備するよう推進します。 

○ 県は、助産師を含む看護職員の養成確保、定着を図る

ため、保健師等修学資金貸付制度の活用や助産師の実

習教育環境の整備等を進めるとともに、助産師教育を

充実させ、分娩技術の獲得のほか、次世代育成を支援す

る助産師の育成を図ります。併せて、離職した助産師等

の再就業を促進するためのナースセンター事業や職場

復帰を容易にするための研修会などを実施します 

方策について迅速に検討を進めます。 

 

 

 

 

特に、施設間での役割分担や、医師及び助産師の役

割分担に応じた取組を促進するため、院内助産所や助

産師外来、オープンシステム・セミオープンシステム

等の導入について、設置のニーズや医療機関及び地域

の実情等に応じて整備するよう推進します。 

 

  ○ 県は、助産師を含む看護職員の養成確保、定着を図る

ため、保健師等修学資金貸付制度の活用や助産師の実

習教育環境の整備等を進めるとともに、助産師教育を

充実させ、分娩技術の獲得のほか、次世代育成を支援す

る助産師の育成を図ります。併せて、離職した助産師等

の再就業を促進するためのナースセンター事業や職場

復帰を容易にするための研修会などを実施します。 

 

 

 

文章が長くなったので○を分け

た 

 (ｴ)上手な医療のかかり方への県民の理解促進 

  ○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた

情報発信等により、県民に対するかかりつけ医の定着

に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を

促します。妊娠時には、早期に医療機関を受診し、かつ

定期的に妊婦健康診査や専門家のアドバイスを受ける

など、県民は、医療を適切に受けるよう努めます。 

○ 県、市町村及び医療機関は、妊娠に関する正確な情報

を提供していくとともに、妊娠中の女性やそのパート

ナー、家族等の不安を解消し、ひとりひとりが安心・安

全な出産ができるよう支援に努めます。 

○ 県、市町村及び県内医療機関は協力し、妊娠中から乳

幼児期において疾病や障害等を早期に発見するため、

早期かつ適切な時期に健康教育や健康診査が行われ、

その結果に基づく保健指導が実施されるよう取り組み

（４）上手な医療のかかり方への理解促進 

  ○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた

情報発信等により、県民に対するかかりつけ医の定着

に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を

促します。妊娠時には、早期に医療機関を受診し、かつ

定期的に妊婦健康診査や専門家のアドバイスを受ける

など、県民は、医療を適切に受けるよう努めます。 

  ○ 県、市町村及び医療機関は、妊娠に関する正確な情報

を提供していくとともに、妊娠中の女性やそのパート

ナー、家族等の不安を解消し、ひとりひとりが安心・安

全な出産ができるよう支援に努めます。 

  ○ 県、市町村及び県内医療機関は協力し、妊娠中から乳

幼児期において疾病や障害等を早期に発見するため、

早期かつ適切な時期に健康教育や健康診査が行われ、

その結果に基づく保健指導が実施されるよう取り組み
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新 旧 
変更理由 

【 】：指針等新旧対照表の頁数 

ます。  

  

ます。 

 

（3）小児科 

 ア 医師の確保の方針 

医療機関間の役割分担と連携を広域的に促進するととも

に、効率的な医療提供体制に配意しながら、小児科（新生

児科を含む。以下同じ。）に係る研修環境の向上、小児科医

を目指す学生や若手医師のキャリア形成支援等を行うこと

で、小児科医の養成・確保を図りつつ、その処遇改善や働

き方改革への対応等を進めることで県内定着の促進を図

り、県内の小児科医師数の増加を目指します。 

あわせて、上手な医療のかかり方への県民の理解を促進

します。 

以上を総合的に行うことで、県内の小児医療の需要に対

応していきます。 

 

第３節 小児科 

１ 医師の確保の方針 

  医療機関間の役割分担と連携を広域的に促進するととも

に、効率的な医療提供体制に配意しながら、小児科（新生児

科を含む。以下同じ。）に係る研修環境の向上、小児科医を

目指す学生や若手医師のキャリア形成支援等を行うこと

で、小児科医の養成・確保を図りつつ、その処遇改善や働き

方改革への対応等を進めることで県内定着の促進を図り、

県内の小児科医師数の増加を目指します。 

  併せて、上手な医療のかかり方への県民の理解を促進し

ます。 

  以上を総合的に行うことで、県内の小児医療の需要に対

応していきます。 

 

 

 イ 医師の確保に関する施策展開の方向性 

  (ｱ)効率的な医療提供体制の確立 

  ○ 県は、市町村や県内医療機関と連携し、小児救急医療

体制の整備・充実を促進しつつ、夜間や休日に複数医療

圏の小児二次救急患者を受け入れる拠点病院への支援

や、千葉県小児救命集中治療ネットワークの運用によ

る医療圏を越えた小児救急医療提供体制の整備等に取

り組むことで、限られた小児科医や医療資源であって

も効率的で質の高い小児医療提供体制の確保を図りま

す。 

○ 県は、県内医療機関と連携し、周産期母子医療セン

ターの整備や運営を支援するとともに、母体搬送ネッ

トワーク連携病院を含め母体搬送コーディネート業務

を実施するなど、医療圏内の連携体制や医療圏を越え

た医療提供体制の強化を推進し、限られた新生児医療

担当医や医療資源であっても、効率的で質の高い周産

期医療が提供される体制の確保を図ります。 

２ 医師の確保に関する施策 

（１）効率的な医療提供体制の確立 

  ○ 県は、市町村や県内医療機関と連携し、小児救急医療

体制の整備・充実を促進しつつ、夜間や休日に複数医療

圏の小児二次救急患者を受け入れる拠点病院への支援

や、千葉県小児救命集中治療ネットワークの運用によ

る医療圏を越えた小児救急医療提供体制の整備等に取

り組むことで、限られた小児科医や医療資源であって

も効率的で質の高い小児医療提供体制の確保を図りま

す。 

  ○ 県は、県内医療機関と連携し、周産期母子医療センタ

ーの整備や運営を支援するとともに、母体搬送ネット

ワーク連携病院を含め母体搬送コーディネート業務を

実施するなど、医療圏内の連携体制や医療圏を越えた

医療提供体制の強化を推進し、限られた新生児医療担

当医や医療資源であっても、効率的で質の高い周産期

医療が提供される体制の確保を図ります。 
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新 旧 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医

療機関の役割分担の明確化や、地域における効率的な

医療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取

組を進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に

集中しがちな負担を軽減するよう努めます。 

○ 県は、県内医療関係者と連携し、内科医等の他診療

科の医師を対象に小児救急医療に関する研修会を実施

し、小児患者の診療体制の充実を図るとともに、小児

科医の負担軽減を図ります。 

 

  ○ 県や市町村、県内医療機関、関係団体は協力し、医療

機関の役割分担の明確化や、地域における効率的な医

療提供体制の整備が促進されるよう協議を行い、取組

を進めることで、病院勤務医や規模の大きな病院に集

中しがちな負担を軽減するよう努めます。 

  ○ 県は、県内医療関係者と連携し、内科医等の他診療科

の医師を対象に小児救急医療に関する研修会を実施

し、小児患者の診療体制の充実を図るとともに、小児科

医の負担軽減を図ります。 

 

 (ｲ)小児科医の増加 

 ○ 県は、医学生に対する修学資金の貸付けを行い、将

来、地域医療に従事する医師の確保を図ります。 

○ 特に医療提供体制の強化・充実を目指すこととされ

ている周産期や救急医療分野（産科、新生児科、救急科）

を目指す修学資金受給者に対しては、県と関係医療機

関とが連携し、キャリア形成についての配慮を行う等

して、その確保を図ります。 

○ 県は、県内医療機関等と連携し、医学生や若手医師

等を対象に周産期医療や新生児医療等に関する研修や

病院説明会等を開催し、新生児医療を志望する医師の

確保やスキルアップの支援に取り組みます。 

 

（２）小児科医の増加 

  ○ 県は、医学生に対する修学資金の貸付けを行い、将

来、地域医療に従事する医師の確保を図ります。 

  ○ 特に医療提供体制の強化・充実を目指すこととされ

ている周産期や救急医療分野（産科、新生児科、救急科）

を目指す修学資金受給者に対しては、県と関係医療機

関とが連携し、キャリア形成についての配慮を行う等

して、その確保を図ります。 

  ○ 県は、県内医療機関等と連携し、医学生や若手医師等

を対象に周産期医療や新生児医療等に関する研修や病

院説明会等を開催し、新生児医療を志望する医師の確

保やスキルアップの支援に取り組みます。 

 

 

 

 

  (ｳ)医師の働き方改革の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）医師の働き方改革の推進 

  ○ 各医療機関は、医師に対する時間外労働時間の上限

規制の適用が開始される令和６年度までに、医師の労

働時間管理の適正化や労働時間短縮に向けた取組な

ど、一定の環境整備を進める必要があります。県は、労

働局等の関係機関とも連携しつつ、こうした県内医療

機関の取組を支援します。周産期や救急医療分野等、特

に医師確保の厳しい診療科や２４時間の応需体制が求

められる診療分野、又、地域において拠点的な役割を果

たす医療機関等については、特にその取組を推進しま

す。 

 

医師全体と同様に修正 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

○ 医療機関は、妊娠中の医師や、性別を問わず、子育て、

介護を行う医師に対して仕事と両立できる働きやすい

職場づくり等、就労環境の改善に取り組みます。県は、

こうした取組について医師にわかりやすく周知した

り、医療機関への支援を行います。 

○ 医療機関は、分娩を取り扱う医師や新生児医療担当

医等の処遇改善に取り組むよう努めます。県は、こうし

た取組を行う医療機関へ支援を行います。 

○ 県内医療機関は、チーム医療やタスク・シフト／シェ

アの推進に努めます。県は、医師の労働時間短縮等に関

する指針も踏まえ、労働局等の関係機関とも連携しつ

つ、医療従事作業補助者の確保や、タスク・シフト／シ

ェアの推進等による医師に対する負担の集中の軽減

等、勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤

務環境の整備に向けた取組が進むよう、県内医療機関

の取組を支援します。 

 

  ○ 医療機関は、育児と仕事を両立できる働きやすい職

場づくり等の就労環境の改善や、 

 

 

 

分娩を取り扱う医師や新生児医療担当医等の処遇

改善に取り組むよう努めます。県は、こうした取組を

行う医療機関へ支援を行います。 

   

 

 

 

○ 医療機関は、チーム医療やタスク・シフティング、

タスク・シェアリングの推進に努めます。県は、その

推進を医療機関へ積極的に働きかけるとともに、その

方策について迅速に検討を進めます。 

 

 

 

 

   

医師全体と同様に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師全体と同様に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



医師確保 

37 

資料６ 

新 旧 
変更理由 
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 (ｴ)上手な医療のかかり方への県民の理解促進 

○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた

情報発信等により、県民に対するかかりつけ医の定着

に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を

促します。保護者は、子どもの急病や事故時の対応に関

する知識の習得に努め、また、夜間休日よりも、できる

だけ日中に受診させるなど、県民は、医療を適切に受け

るよう努めます。 

○ 県は、保護者等の不安の解消や救急医療機関への患

者集中を緩和するため、夜間に小児患者の保護者等か

らの電話相談に対し、看護師や小児科医が適切な助言

を行う小児救急電話相談事業の充実・強化を図ります。 

○ 県は、県内関係団体と連携し、保護者向け講習会の実

施やガイドブックの配布などを通じて、子どもの急病

や事故時の対応に関する知識について普及啓発を図り

ます。 

 

（４）上手な医療のかかり方への理解促進 

  ○ 県、市町村及び県内医療関係者は、各種媒体を通じた

情報発信等により、県民に対するかかりつけ医の定着

に努めるとともに、適切な受療行動についての理解を

促します。保護者は、子どもの急病や事故時の対応に関

する知識の習得に努め、また、夜間休日よりも、できる

だけ日中に受診させるなど、県民は、医療を適切に受け

るよう努めます。 

  ○ 県は、保護者等の不安の解消や救急医療機関への患

者集中を緩和するため、夜間に小児患者の保護者等か

らの電話相談に対し、看護師や小児科医が適切な助言

を行う小児救急電話相談事業の充実・強化を図ります。 

  ○ 県は、県内関係団体と連携し、保護者向け講習会の実

施やガイドブックの配布などを通じて、子どもの急病

や事故時の対応に関する知識について普及啓発を図り

ます。 
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【 】：指針等新旧対照表の頁数 

指標名 

医療施設従事医師数 

 千葉県 

 千葉保健医療圏 

 東葛南部保健医療圏 

 東葛北部保健医療圏 

 印旛保健医療圏 

 香取海匝保健医療圏 

 山武長生夷隅保健医療圏 

 安房保健医療圏 

 君津保健医療圏 

 市原保健医療圏 

修学資金貸付を受けた医師数 

県内専門研修基幹施設における専攻医採用数 

タスク・シフティング、タスク・シェアリングの促進（医

師事務作業補助者体制加算の施設基準に適合しているもの

として厚生局に届け出ている施設数） 

副業・兼業先を含む医師の労働時間を把握している病院数 

「かかりつけ医」の定着度 

小児救急電話相談事業 

救急安心電話相談事業 

分娩千件当たり分娩取扱医師数 

15 歳未満人口 10 万人当たり医療施設従事医師数（小児科） 
 

指標名 

医療施設従事医師数 

 千葉県 

 千葉保健医療圏 

 東葛南部保健医療圏 

 東葛北部保健医療圏 

 印旛保健医療圏 

 香取海匝保健医療圏 

 山武長生夷隅保健医療圏 

 安房保健医療圏 

 君津保健医療圏 

 市原保健医療圏 

地域 A群で勤務する修学資金受給者数 

県内専門研修基幹施設における専攻医採用数 

タスク・シフティング、タスク・シェアリングの促進（医

師事務作業補助者体制加算の施設基準に適合しているもの

として厚生局に届け出ている施設数） 

客観的な労働時間管理方法により医師の労働時間を把握し

ている病院数 

「かかりつけ医」の定着度 

小児救急電話相談事業 

救急安心電話相談事業 

分娩千件当たり医療施設従事医師数（産科・産婦人科） 

15 歳未満人口 10 万人当たり医療施設従事医師数（小児科） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域 A群の対象を拡大するため、

現状値との比較ができないこと

と、数値目標の設定が難しいた

め。 

 

 

 

労働時間の把握は全ての医療機

関で当然把握すべきなので変更。

副業等を含む時間把握はまだで

きていない医療機関もある。 

 

 

 

医師偏在指標が分娩取扱医師数

に変更されたため。 

 
 
 


